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この事業 は、 日本 自転車振興会 か ら競輪収益 の一部 である機械工業振興

資金 の補助 を受 けて平成3年 度補助事業の一環 として作成 したものである。







は じ め に

ロシア,東 欧 の改革な ど世界 の枠組 みが大 き く変わ り,経 済,文 化の国際的な交

流がい っそ う緊密 になる中,日 本 のデータベースに対 する海外の期待が大 き くなっ

ています。 また、情報の国際的な共同利用や、協調 ・協力体制 の必要性が高 まって

い ます。

財団法人デー タベ ース振興 センターは、情報分野での国際協力のあ りかたを探 る

ため、1990年 度(平 成2年 度)に 国際協力委員会 を設置 し、90、91年 度の2年 間、

こうした問題 について調査、分析、議論 しました。90年 度 に発展途上国を対象に調

査 した ことを受 け、91年 度は、 日本 のデータベース ・サー ビスの国際協力の実態 な

どについて調査分析 し、 その内容 を本報告書にまとめ ました。広 く関係各位の参考

になれば幸いです。

最後 に、本報告書 をまとめるに当た り、 ご協力 をいただ きました委員の方々 をは

じめ、通商産業省な ど関係各機関の皆様方に厚 くお礼 申し上 げます。

平成4年3月

財団法人データベース振興センター

理事長 圓城寺 次郎
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第1章　総 請(提　言)





第1章 総 論(提 言)

1.国 際協力の意義

情報活動における国際協力の意義 はよ く認識 されているが、 ここではまず情報量の増大 と変化

の大 きさか ら情報の資源化 と維持管理が一 国単位では困難であ り、個別 に行 うことは多 くの重複

を生 じ、無駄 も多い こ と、 および情報 は本来共同利用 に適 した複製利用 による無損失型資源であ

ることの視点 か ら問題 を眺める事 にす る。 さらに情報利用システムが高度化 し、 システム開発 に

も基礎研究や技術開発 が必要であ り、一方情報資源は分散構築、管理 され るのに対 し利用は統合

化 しなければな らないので、情報流通 は文字通 りグローバ リゼーシ ョンが進んでいる。従 って情

報 は資源化、流通、利用 すべ てにおいて国際協力、国際協調の必要な対象である。

2.総 論

平成2年 度 の調査 は発 展途上国中心 に実施 した。 その際発展途上国に も地域、分野毎 に様々な

状況が異 なることも明か となった。 そ こで平成3年 度 は先進国を対象に加 え、 また発展途上国 に

ついて も継続 として調査 した。 また旧ソ連 をはじめこの1年 間は大 きな政治的変革の影響が あっ

たので、東欧、途上国な ども見直 しの必要が生 じたので以下の追加の調査 を行 った。

・わが国の経済協力援助 の現状

・団体 ・大学の国際展開の事例

・ロシア ・東欧 ・中南米諸 国の情報化の現状

・企業の国際展開の事例

3.提 言

我 国の国際社会 における立場 と諸外 国の状況か ら見て、国際協力 は本格化の段階 に来ている。

しか しなが ら、各国、各分野毎 にそれぞれ インフラス トラクチャー、専門家、開発の方向、さ ら

には政治 ・法規制な どの諸制度、習慣、人 口な どが様々であ り、国際協力のあ り方 も一様ではな

いのでそれぞれ最適 の方法 を選択す ることが必要である。

3-1短 期課題

当面着手すべ き項 目は下 に示す ような ものであ り、現在 も公的機 関、企業 その他で行われてい

る。効果 を高めるには計画的 に、 かつ総合的視点か ら実施す ることが必要である。

a.専 門家の養成、訓練:

情報化 に情報の専 門家 の養成、訓練が必要なことは当然であるが、養成 のための専門家、

機 関が少ない所 に対 しては現地への専 門家の派遣 と、 日本 国内の研究、実務、 また は教育機
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関での研修 の両方式で行 う。

b.機 器提供:

オ ンライン型は通信設備環境が整備 されていることが前提 となるので、相手国の状況に応

じて大形機器か らワークステー シ ョン、パ ーソナルコンピュータ等によ りバ ッチ型、LAN型

WAN型 または混合型 を選 ぶ。

c.情 報提供:

マルチメデ ィア型、全文型の研究開発用 または問題解決用の新 しい専 門領域別情報 を蓄積

して提供で きる体制 の整備 が必要である。 この点では国内用の情報基盤整備 と連動するのが

効果的である。

d.デ ータ交換:

国際共 同作業 には様々な課題があるが、データの交換 は広 い同意の得やすい方式である。

直接記憶、処理 に対応 するレベルでの交換 と抽象化 レベルを高 くして汎用 レベルでの交換 と

がある。簡便性 と汎用性 とは トレー ドオフの関係 にあるので対象に応 じて最適化 の検討 も要

する。

e.流 通方式の調整:

標準化、 プロ トコル等 それぞれ検討 されてい る部分 もあるが、中期的課題であ りオンライ

ン、バ ッチ型のデー タとともにソフ トウェア、特 にグラフィックシステムの移植性 も当面個

別 に検討 しなけれ ばな らない。

開発途上国に対 しては上記 のうち特 に、a.b.及 びc.が 重要である。

先進国に対 してはd.及 びe.に 重点 を置かなければならない。

東欧圏は全ての項 目に関連す るが国別、分野別 に異 なる。

3-2中 長 期 課 題

中長期的 には関連途上国 を含 めて、相互 に対等な立場で協力で きるような方式 を目標 とす ると

ともに、我が国の特徴 を充分に発揮 で きるような方式 に も留意すべ きである。具体的対象は次の

3種 に分類で きる。

a.情 報資源の共同開発

b.情 報活用システムの共 同開発

c.情 報流通 の促進

標準化は各 レベルで図 られなければな らない し、 それぞれの機関で検討 されているが、進歩の

早い分野では特 に現実 とのギ ャップを小 さ くす る方式 を考 えなければな らない。

知的所有権処理 も重要で あるが、権利 の保護が流通 を抑制する事 になって はな らず、基本的 な

著作権の保護 と優先権 の尊重 との使い分け も必要である。 これは制度のみでな く慣 習の問題 で も

ある。いずれ にしても各分野間、組織間、 国際的な協調、調整が必要である。
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3-3情 報に関わる情報施策の流通 と調整

当面の課題 について も中期的、長期的課題 についてもそれに対処するには科学、技術、産業の

活動のみならず生活、文化、教育 までに広 く関係する人々の活動その ものに密着す る情報 に対処

す るには、 まず関係者の間での充分な意志の疎通がなければならない。

a.人 的交流の促進の定常化

b.国 際 ア ドバイザ リーボー ドの設置及び実務機能の強化

c.連 絡調整のための国際機関内、あるいは2国 間に担当組織の設置
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第2章 国際協力の現状

1.経 済 協 力 援 助 の現 状

2.財 団法 人 国 際 情報 化協 力セ ン ター 事業の国際的展開

3.日 本貿易振興会(ジ ェトロ)の 国際協力の現況

4.教 育 ・学術 分 野 にお け るデ ー タベ ース と国際協 力





1.経 済協力援助の現状

ここでは、経済協力援助 にお ける企業 と国家のあり方 を中心 に、国際協力の現状 を振 り返 って

み る。

特 に、データベース産業 についての国際協力 は、実質的には日本 は経験 していないので、'89年

に海外 コンサルティング企業協会の調査 した内容(NIRA研 究叢書記載)の 内容 を中心 に、我が

国の全般的 な課題 を考 える。

まず、 日本政府開発援助(ODA)の 位置 づけであるが、表1に 示す とお り、'88年 の実績額 は91

億 ドル とOECDの 開発援助委員会加盟国中、米国に次 ぎ第2位 で あ り、経済大国 日本への期待 は

大 きい。これが'89年 に至 る と、日本のODA実 績額 は'88年 の91億 ドルか ら90億 ドルに1.9%の 減少

となったが、米国の同実績額が70億 ドル に低下 したため、 日本が初 めて援助額 において、第1位

となった。

表1主 要援助国のODAの 比較

口

的

倶4

面

か

ら

の

地

放

支出純64ベ ース1日 本1米 ・・国 英 国 ・ラ・川 西 ∋ 倒 ・1わ ダ・.巨 ・C・・

ODA実 司総額(億 ドル)
87年(名 目ペース)
88年(名 目ベース}

74.5

91.3
89.5
97.8

18.7
26.2

65.3
69.6.

43.9
47.0

26.2
30.1

18.9,4・15.4』

23.4475.3

対GNP比 陶{認 ⑪:引8:]1 0.27
0.32 81亨;'8:§ §8:1… 」8:;;1'8:日;

世 界のODAに 占めるシニア(87年 、%)115.4118.5 3.9 13.5 9.Il5.い3.glS5 .8

調 通鍵 でのODAの1申 び(88/87年 溺)18.619.3 28.6
.

5.7 4.7
.

15.了|15.219 .9

政府ぎ 魏 当 ξ號;8職 ・%)い ・210川L1 3.0 2.6 u12・1L・

8丁年 。・ ミ・ ト分(除 債務救済)〈 位 ドル)ig7.4193.7126.5 68.8 57.0 43.〒123.01479.1

多雫蟹 麗 乙謡携 謡 言?・別}30・512い 44.1
24.9

18.4
1L5

30.3
la4

33.0
23.7

35,428.1
'23.6

『…ξ～妻]ヒlr2ξ{亨 言:§i]|:;ll8:1 };:61§1:11!§:…1… 言:!1…;:言'

質

的

側

面

か

ら

の

比

孜

約束"ペ ース(87年 、単位:馬)

ODA全 体の グラントエ レ〃 ト 〔除醐 救済)i75.4197.2 98.9 89.3i85.〒190.9199 .919軌2

二酬 駄 のグラ・は ・メ・ト(除 喘 救済 川53164 61 44153 63180154
対LLDCグ ラ ・トニレ〃 ト(徐 脇 救 済)188.6197.6 100.0 82.5199.4

1
97・31100.0195.8

贈与比寧(36-e7狂 平 均)(除 酷 救済)152.419L5 98.4177.2 72・2182.3199.川 β0 .7

二馴 の贈与比畢 ㈲ 一87辞 馴(編1轍 済)134.8189.6 97.5172.0 6L7173.2198.7い3.7

レ ・み ド172.い45.4 38.0 55.6157.4128、2161.0・1(54 .⑨)

紛 アンタイド116.6136.6 CJ 3.51パ ー13.gl(13.0)

oタ ス
イテ
Dイ イ
ンタ

Aグ ス

カ ド1⑪31田 、0い1.8 40・9142・617L-35.川(32 .2}

二個 品借款 のアンタイ ド状況169,9126.11n.a. 54.4149.911〒.51。.、 .1。.、.

出呉=DAC登 科

注:ll)フ ランスは海外県 ・海外領土を含む.
C21フ ランス、西独及ひ イタリアのタ イイ ングステ イタスは、EEC挺 出 分を8む 。

…3}カ ッコ内|ご暫定屈1.

出 典:外 務 省 経 済 協 力 局 「我 が 国 の 政 府 開 発 援 助(上 巻)」1989年
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表2DAC諸 国のODA動 向

国 名

1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987隼 1988年 1989年
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LO1

0.30

1.17

0.ε5

0.30

0.31

0.23

627

20

68

1.88

85

433

6,525

4,39工

51

2,615

7,454

2,094

87

ε90

1,375

547

1,871

8,945

0.34

0.17

0.48

0.47

0.88

0.49

0.74

0.39

0.19

0.35

0.31

0.98

0.26

LO9

0.槌

0.31

0.28

0.20

L101

301

618

2,347

922

608

6,865

4,731

57

3,193

9,134

2,231

104

985

1,534

617

2,645

10,141

0.46

0.21

0.41

0.50

0.89

0.59

0.72

0.39

0.20

0.39

0.32

0.98

0.27

1.10

0.86

0q2

0.32

0.21

1.0

2

7

2β

1.0

7

7.4

4.9

3.3

8,958

2,094

87

919

1,809

559

2,588

7,664

7

2

6

2

3

5

7

037

0.23

0.47

0.44

LOO

O.63

0.78

0.41

0.17

0.39

0.32

0.94

0.22

LO2

0.98

0.30

0.31

0.15

DAC鰭 国許 27,297 0.37 25,568 0.35 27,777 0.38 27,592 0.36 28,742 0.36 29,4290.35 36,663 0.35 41,535 O.35 48,132 0.36 46,498 0.33

出典:90年DACプ レスコミュニケ

注:(1)フ ランスは海外県・海外領土を含む。

(2)1989年 実績は暫定値。

このように、援助大国 となった日本のODAに ついては、日本内外か ら様 々な評価がなされてい

る。海外 コンサルティング協会 による在 日途上国大使館 と、タイにおける日本の援助に対す るア

ンケー ト調査結果 をまとめる と、 日本の援助 には次の4つ の課題が指摘 されている。

表3日 本の援助の課題

# 問 題 内 容

1 援 助 の 質 ・商 業 的 側 面 、 大 規 模 プ ロ ジ ェ ク トへ の 偏 向

2 援助 の哲 学、 理念 ・外圧 に左右 されやす い

3 援 助 の 方 法

・決 定 の 不 透 明、 事 前 調 査 不 備

・不 十 分 な ア フ タ ー ケ ア

4 援 助 要 員 ・実 施 体制 が弱 い

出典:海 外 コンサルテ ィ ング企 業 協会(1989年)

こうした課題 には、事実が必ず しも把握 されていない面、 また、 日本の国際協力の歴史 ・経験

その時点の国際社会の動 きを背景 に した批判 もみ られる。 日本側の、 これ に対す る基本的 な考 え

方 を 「'90年版我が国の政府開発援助」か ら、みてみよう。

まず 「i援助の質」に関 し、 日本 の援助が商業主義的であるとの批判が ある。 日本の援助 の特色

のひ とつである借款制度の利用について、 日本 はこれを日本企業の輸出振興 に利用 しているので

はないか との批判である。 しか しなが ら、DAC主 要国の2国 間ODA借 款 のタイイング ・ステイ

タスによれば日本 は自国の企業 に特定化せず、ヒモ付 きでないア ンタイ ドの比率が'88年 で約80%

と最 も大 きいのである。また、円借款全体の契約 をみれば、日本企業が契約 している実績は'89年
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度 で38%と 低下 して来 て い る。 また、 一般 ア ンタ イ ド円借款 につ い てみ れ ば、 日本 企 業が 契約 し

て い る実績 は'89年 度 で25%に す ぎな い。

図1DAC主 要 国 の二 国 間ODA借 款 の タイイ ング ・ス テ イ タス(1988年)

(約束額ベース、単位:%)

日 本

米 国

フ ラ ンス

西 独

イ タ リア

イ

ド

タ

イ

ン

タ

ド

ア

ン

イ

分

ア

タ

部
口

出 典:DAC資 料

注:(1)フ ラ ンス は 、 海 外 県 ・海 外 領 土 を 含 む。

(2)行 政 経 費 を 除 く。

86年 度

87年 度

88年 度

89年 度

0

図2円 借 款調 達 実績 その①

(円借款全体、契約確認ベ ース、暫定値)

20406080100

留
日本

米国
その他OECD諸 国

途上国

出 典:「 我 が 国 の 政 府 開 発 援 助 」(1990年)
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86年 度

87年 度

88年 度

89年 度

図3円 借款調達実績 その②

(一般アンタイ ド円借款、契約確認ベース、暫定値)

020406080100
`」,1r``1|

・・8%一 　 i .1'償%)

/プ/

瓢一4%i㌦ 華 ・卿

/づ 二//

{　 　 』 一 ・-r～ 主柘

/ ＼

㈱"一 一 臓・

目
日本

米国
その他OECD諸 国

途上国

出典:「 我 が国 の政府 開発援助」(1990年)

次 に、「援助 の哲学・理念」についてであるが、 日本の援助 の理念 は 「人道的配慮」 と 「相互依

存関係の認識」が基本 とされている。理念のな さの理由 として挙 げ られるの は 「人道的配慮」 と

「相互依存関係の認識」は所与 の もの として、 日本独 自の理念の明確化 を必要 とす るとの見解 で

ある。 これ に対 しては、 日本側 は日本 の援助 は、途上国の自助努力 を尊重す るものであ り、 日本

自身の考 え方を援助 内容 として押 しつ ける ことはせず、途上国側 のニーズにあわせてその内容 を

取捨選択す るという点 を理念 としてい る。 この点が、理念 なき日本 の援助 と批判 され る点であ る

が、相手国のニーズ と姿勢か ら自主性 を尊重す る姿勢 に対す る評価 も一方では高いのである。

こうした課題 をかかえつつ、適切な理解 を求 めなが ら、途上国のニーズに沿 った援助 を行 うた

めには、経済協力援助 における政府 と民間のあ り方 を考 える必要がある。すなわち途上 国のニー

ズは、近年多様化 してお り、道路、鉄道 、発電、な どの経済 インフラ部門の比重が低下 し、社会

インフラ ・農業分野部門の比重が伸 びてい るのである。 しか しなが ら、 こうしたODA実 績 の増

大、ニーズの多様化の進展ほ どには経済協力担 当職員 は増加 は していないのである。 そこで、 こ

の2つ の溢路 を解決すべ き対策 として、政府 と民間 との協力にむけて長期的 に次の5分 野でのシ

ステムの改善が求められている。
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表4円 借款分野別実績の推移

(単位:億 円、%)

年度 87 88 89

分野 金 額 シ ェ ア 金 額 シ ェ ア 金 額 シ ェ ア

(農林水産業) (461) (8.3) (399} (4.1) (1,370) (15.2)

農 業 37 0.7 76 0.8 787 8.7

水 産 業 34 0.6 0 0 0 0

潅 潮 ・治 水 390 7.0 324 3.3 584 6.5

(鉱 工 業) (549} (9.8) (1.112) (11.4) (371) (4.D

鉱 業 27 0.5 4 0 0 O

工 業 523 9.4 1,108 lL3 371 4.1

(経済 インフラ) (4.026) (72.2) (3.913) (40、0) (4.539) (50.2)

陸 運 1,118 20.1 L497 |5.3 1,574 17.4

海 運 375 6.7 280 2.9 800 8.9

航 空 3 0.1 85 0.9 90 1.0

電 力 1,787 32.1 1,030 10.5 1,280 14.2

ガ ス 0 0 481 4.9 89 LO

通 信 743 13.3 540 5.5 705 7.8

(社会 インフラ) (49} ({1.9) (845) (8.6) (1.006) (u.1}

(構 造 調 整) (91) (L6) (2,011) (20.6) (1.473) (16.3)

(そ の 他) (399) (7.2) (1.492) (15.3) (278) (3.1)

合 計(注} 5,574 100 9,772 mO 9,038 100

*主 な対象分野の内容

農業:農 業総合開発

権殿 ・治水:潅 概、治水 、洪水制御

工 業:肥 料工場、製鉄所

海運:港 湾建設、船舶

電力:水 力、火力、地熱発電、送電 線

通信:電 話網整備、マ イクロウェーブ施 設

構造調整:世 銀等協融構 造調整融資 、

セクタープ ログラム借款

その他:輸 出促進

水産業:漁 業基地整備

鉱業:石 油開発、鉱山開発

陸運:道 路、鉄道、橋 梁建設

航空:空 港建設

ガス:ガ ス開発

社 会イ ンフラ:上 ・下水道整備、医療施設 、

教育施設

(注)合 計 には、商品借款及び債務 救済 を除 く。

表50DAの 実績 ・案件数及び経済協力担当職員数

(外務 省 ・JICA・OECF)の 比較

79年 度 89年 度

(1)職 員 数 1,058人 1,490人

外務省経済協力局 103人 135人

在外公館経済協力担当官 70人 170人

国際協力事業団(注1} 670人 912人

海外経済協力基金 215人 273人

(2)政 府開発援助実績 2,638 8,965

(注2) 百万 ドル 百万 ドル

(3)援 助案件数(注3) 521件 855件

有 償 資 金 協 力 61件 106件

無 償 資 金 協 力 139件 314件

プ ロジェク ト方式技術協力 94件 175件

開 発 調 査 227件 260件

研 修 員 受 入 3,124人 7,632人

調 査 団 派 遣 2,762人 6,811人

専 門 家 派 遣 994人 2,512人

青年海外協力隊派遣 348人 873人

(4)職 員1人 当 りODA実 績 249.3 601.2

(2)/(1) 万 ドル 万 ドル

(5)職 員1人 当 り援助 案件 数 0.492件 0.574件

(3)/(1)

注1:国 際協力事業 団の職員数 は移住部門 を除 く。

注2:援 助実績は当該暦年 にお けるもの。

注3:有 償資金協力は交換公文ペース、無償資金協 力(文 化無償 を除 く)は 、

予算べ・一ース、技術協力 はJICAべ 一一ス。
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表6我 が国のODA実 績 と経済協力担 当職員数

(外務省 ・JICA・OECF)

年 79 83 84 85 86 87 88 89 89/79年

1.ODA実 績

(暦年 、単 位:

百 万 ドル)

2,638 3,761 4,319 3,797 5,634 7,454 9,134 8,965 3.40倍

2.外 務 省

経 協 局 及 び

在外公館担当官

173 213 224 236 251 270 285 305 1.76倍

3.JICA

OECF

670

215

766

246

801

249

838

252

848

255

867

259

885

268

912

273

1.36倍

1.27倍

注:JICA定 員数は移住部門を含まず。

表4.5.6の 出典:「 我が国の政府開発援助」(1990年)

表7政 府 と民 間 との協 力上 の課題

# 対 策 内 容 効 果

1

一 元 化 さ れ た コ マ ン

ドセ ン タ の 確 立

・援助政 策の企 画 ・立案 ・援

助情 報 の一 元的管理、人 材

増強計 画の策 定機能 のセ ン

タ化

援助 体制の権 限 ・責任体 制の

整備

2

人 材 の確 保 ・育 成 ・

活 用

・職員の 大幅 な増加、 民間 の

国際 協 力人材 の活用

・教育 機 関設立、 留学制度 充

実

・多 様 化 ニ ー ズ へ の 対 応 体 制

'人 材 の裾 野 拡 大

3

援 助実施 システムの

改 善

・実施機 関への権 限委譲

・現地事 務所 の機能 強化・権 限

委譲

・現場主義 の強化

・援助の柔軟 性

4

情 報 の収 集 ・蓄 積 ・

公 開

・国 別 ・セ ク タ 別 の調 査 報 告

書 の 整 備

・援 助 情 報 公 開 の ガ イ ドラ イ

ン、 デ ー タ ベ ー ス ネ ッ トワ

ー ク化

・基礎 的援助 情報 の公 開

5

援 助の効 率 化の促進

強化

・主 要 国 に っ い て の 国 別 中 期

援 助 計 画

・対 話 主 義 の 導 入

・国 別 研 究 、 セ ク タ 別 研 究 の 充

実

・要 請 主 義 の 弾 力 的 運 用

出 典:海 外 コ ンサ ル テ ィ ング企 業 協 会(1989年)
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2.財 団法人国際情報化協力センター事業の国際的展開

2-1情 報化の国際的展開

先進 国における情報化 の進展は、産業部門における生産性の向上、効率化のみな らず、人 間の

活動領域 の拡大 な どを通 じて経済社会 の発 展に大 きな役割 を果た して きてお り、現代 の産業 ・社

会に とっては、 もはや欠 くことので きない基盤 となって きている。

しか し、情報化途上国においては、 これ まで他の産業社会の基盤整備が急務であった こともあ

り、 その コンピュータの導入状況 をみて もわか る とお り、情報化 は著 し く立 ち遅れてい るが、今

後の経済開発 の進展のためには、情報化 の進展 によ り産業部門の生産性 の向上、効率化 を計 るこ

とが不可欠 とな っている。

この ように情 報化途上国においては、情報化 の進展が緊急の課題 であるとの認識が深 ま りつつ

あるが、実際 に情報化 を推進 するにあた っては、人材や コンピュータ導入 のノウハ ウの不足、発

展途上国に適 した情報 システムが開発 されていないことなどが障害 となっているのが現状である。

こうした事情 を背景 に、情報化途上国の先進 国に体 する情報化協力の要請 は近年急速 に高 まっ

てきてお り、特 に当該分野で世界的に高い水準 にあるわが国に寄せ る期待 には大 きな ものがある。

2-2CICCの 設立 と活動概要

社団法人 日本電子工業振興協会は情報化の国際的展開 を計 る目的で、1976年(昭 和51年)11月

1日 海外情報化協力セ ンター を設立 し、海外 との情報交換な どの協力事業 を推進 して きた。 しか

し情報化の進展状況に より協力内容 も異なることか ら、 よりニーズ に即 した効率的な協力事業 を

推進 するため、情報化途上国 を中心 にした人材養成な どの新規事業 を追加 する こととなった。

このような背景で、財団法人国際情報化協力セ ンター(略 称CICC)は 、1983年(昭 和58年)6

月1日 に、情報化途上 国への情報化協力事業 を推進す る目的で、わが国コンピュー タ産業界 に指

導的地位 を占める企業 に よって設立された。

CICCは 次の ような事業 を実施 している。

(1)情 報化途上国などの研修生に対する情報化のための研修

情報化途上 国などの研修生 に対 し、 日本 においてシステム ・エンジニアお よびインス トラクタ、

パー ソナル コンピュータ ・エ ンジニアお よびイ ンス トラクタ、プログラ ミングイ ンス トラクタな

どの情報技術研修 を行 うとともに、情報化途上 国においてプログラ ミングな どの情報 技術研修 に

関する現地研修 も行 う。
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1)コ ンピ ュー タ システ ム技術(ソ フ トウ ェア)研 修

情 報化途 上 国の大 学 卒 業程 度 の学歴 を有 し、 コ ン ピュー タ実 務経 験2年 以上 の研 修 生 を対 象 と

してCICCに お い て6カ 月の シス テ ム技術 研 修 行 う。 コー ス としては、 次 の4種 類 が あ る。

・シス テム エ ンジニ ア

・シス テム エ ンジニ ア ・イ ンス トラ クタ

・パ ー ソナ ル コ ンピ ュー タ

・パ ー ソナ ル コ ンピ ュー タ ・イ ンス トラク タ

2)コ ンピュータセ ミナー(留 学生 な ど対象)

在 日留学 生な どコンピュータの初心者 を対象 に10日 間の コンピューター般知識教育 と実習 を

CICCに て行 う。

3)短 期情報処理研修

・国内研修～ システムエ ンジニア とな りうる情報化途上国の技術者を来 日させ てCICCに おい

て2カ 月間の実践的プログラマ ・トレーニ ングを行 う。

・現地研修～現地カウンタパー ト機関に委託し、現地人講師が担当して実態に適した研修を行 う。

(2)情 報 化途 上 国 の情 報 化 に関 す る啓 発 ・指導

1)セ ミナーの開催および情報化途上国などに対する情報機器の貸与などの情報化に関する啓

発 ・指導をおこなう。

2)情 報化途上 国などに専門家 を派遣 し、 または情報化途上国などか ら専門家 を招聰 して情報化

のための技術指 導などを行 う。

3)情 報化途上 国においてコンピュー タに関す る情報化論文 コンテス トを実施 し、啓発 ・指導を

行 う。

(3)情 報 化途 上 国 な どの情 報化 の た め の調査 ・研究

1)情 報途上国などにおける情報化協力の推進について、二国間会議、ブロック会議などを行う

とともに調査 ・研究を行う。

2)情 報化途上 国などにお ける情報化の現状、ポス ト機械翻訳 システム、特定 プロジェク ト発掘

などについて調査 ・研究 を行 う。
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3)情 報化途上国などを対象とした近隣諸国間の機械翻訳システムのついての研究開発 ・協力を

行う。

4)情 報化途上国などを対象 とした母国語CAIシ ステム共同研究開発についての調査・研究を行

う。

5)機 械翻訳 システムの普及 ・促進についての調査 ・研究を行う。

(4)情 報 化 途 上 国 な どの情 報 化 に関 す る情報 ・資料の収集 ・提供

1)海 外展示会への参加、情報化に関するビデオなどの作成、刊行物の発行およびライブラリの

充実などにより、情報化に関する情報 ・資料の収集 ・提供を行う。

2)日 本および情報化途上国の専門家などとの交流会の開催および専門家などの人材データを収

集する。

3)情 報化途上国などの情報化に関する文献、報告書などの情報 ・資料を収集整備し、国際情報

化協力に関する機関などに提供する。

(5)国 際 情報 化協 力 に関 す る 国際交 流 の推進

1)情 報化途上国などの情報化関係機関、国際情報化協力に関係する国際的機関と情報化協力推

進のため、専門家の派遣および招聰、会議の開催および参加などを行う。

2)情 報化途上国における情報関連標準化を推進するため、会議の開催などを行う。

(6)そ の他 本 財 団 の 目的達成 に必 要 な事業

1)ア ジア地区の国際情報化協力および情報収集のため駐在員を派遣する。

2)発 展途上国などの情報化協力を推進する日本国内の関係機関との交流を深めるため、協力し

て会議などを行う。
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2-3CICCの 役 員 と賛助会 員

役

理 事 長

専務理事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

事

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

理

監

監

監

員

眞

英

一

敏

光

敏

哉

義

弘

雄

雄

郎

章

茂

夫

広

三

健

卓

良

辞

信

、

守

忠

義

晴

三

勝

孝

敬

本

井

植

杉

木

岐

澤

本

石

尾

田

田

田

田

路

木

々

山

辻

青

井

小

佐

志

関

関

立

辻

松

松

三

高

浜

山

鈴

富士通株式会社 代表取締役会長

株式会社東芝 取締役社長

三洋電機株式会社 取締役社長

沖電気工業株式会社 取締役社長

日本電子計算機株式会社 取締役社長

三菱電機株式会社 取締役社長

富士通株式会社 代表取締役社長

日本電気株式会社 社長

オムロン株式会社 代表取締役社長

シャープ株式会社 取締役社長

日本電子開発株式会社 取締役社長

松下通信工業株式会社 代表取締役社長

株式会社日立製作所 取締役社長

(事務局長兼務)

株式会社 リコー 代表取締役社長

キヤノン株式会社 代表取締役社長

社団法人日本電子工業振興協会専務理事

賛助会員

株式会社アイネス

株式会社SCC

沖ソフトウェア株式会社

沖電気工業株式会社

オムロン株式会社

関西日本電気ソフトウェア株式会社

兼松株式会社

キヤノン株式会社

京セラ株式会社

国際電信電話株式会社

日本コンピュータ・システム株式会社

株式会社日本債券信用銀行

日本システムウェア株式会社

日本タイムシェア株式会社

株式会社日本長期信用銀行

日本通運株式会社

日本電気株式会社

日本電気ソフトウェア株式会社

日本電子開発株式会社

日本電子計算株式会社
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㈱コスモコンピュータセンター

三洋電機株式会社

株式会社三和銀行

株式会社システムコンサルタント

株式会社ジェックビジネス

シャープ株式会社

ジャパンシステム株式会社

株式会社CSK

株式会社住友銀行

住友商事株式会社

住友信託銀行株式会社

住友電気工業株式会社

株式会社ソフトネット

株式会社太陽神戸三井銀行

株式会社第一勧業銀行

学校法人電子開発学園

株式会社東海銀行

株式会社東京銀行

株式会社東芝

株式会社 トーメン

ニチメン株式会社

日商岩井株式会社

株式会社日本興業銀行

日本電子計算機株式会社

社団法人日本電子工業振興協会

日本電信電話株式会社

株式会社日立情報システムズ

日立家電販売株式会社

株式会社日立製作所

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社

株式会社富士銀行

富士通株式会社

富士通インターナショナルエンジニアリング株式会社

富士通エフ・アイ・ピー株式会社

株式会社富士通ゼネラル

北海道ビジネスオートメーション株式会社

松下通信工業株式会社

松下電器産業株式会社

株式会社三菱銀行

三菱信託銀行株式会社

株式会社三菱総合研究所

三菱電機株式会社

郵船航空サービス株式会社

株式会社横浜銀行

株式会社リコー

(以上65社 平成3年4月1日)

2-一一4ClCCの 組 織 と機 関

組 織

1
1理 事 長ll専 務理事1 1 事務局1 1総 務 部1

-1振 興 部1

一 悟 及 紬

一 研 修 訓
機 械 翻 訳
シ ス テ ム

研 究 所

一
1研究企画副

一1研 究開発訓
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機 関

一
口

運営委員会

普及委員会

研修委員会

研究所運営委員会

機械翻訳システム技術委員会

情報技術国際標準化推進委員会

2-5平 成3年 度事業概要

平成3年 度事業 として実施 した ものを事業部門別 に列記すれば、おおむね次 の とお りである。

(1)研 修事業

1)コ ンピュー タシステム技術(ソ フ トウェア)研 修

例年 どお り、情報化途上国において情報化 の推進、 ビジネスシステムの設計な どを成 しえる人

材の養成 を目的 とし、実務経験2年 以上の システム技術者 を対象 とし、前期 と後期 に分 け① コン

ピュータ システム(ソ フ トウェア)の 設計お よび高級プログラミングに関する技術者の養成 を目

的 とした システムエ ンジニアコース② コンピュータシステム(ソ フ トウェア)の 設計 およびプロ

グラ ミングに関 して後進の指導を行 う指導員の養成 を目的 としたシステムエ ンジニア ・インス ト

ラクタコース③パー ソナル コンピュータ を中心 としたオ フィスオー トメー ション、 ビジネスオー

トメーシ ョンに対す る基本的な考 え方、設計手法な どに関する技術者の養成 も目的 としたパーソ

ナル コンピュータ コース④パ ーソナル コンピュー タに関す るシステム(ソ フ トウェア)の 設計お
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よびプログラ ミングに関 して後進の指導を行 う指導員の養成 を目的 としたパー ソナル コンピュー

タ ・インス トラクタコースの計4コ ースが ある。各 コース とも研修期間は6カ 月であ り、 プログ

ラ ミングだけで な く、 システム設計 に対 する考 え方 と手法 をマシン実習な どを通 して具体的かつ

実践的 に研修 している。受 け入れ者数 は、年間合計 で70名 である

受講者の国別内訳 は別紙の とお りで ある。

2)コ ンピュー タセ ミナー

この研修は 日本国内の大学 ・高等専門学校な どに留学 している情報化途上 国の留学生 と、国内

の一般企業に コンピュータ以外の研修 を目的 に来ている情報化途上国研修生 を対象 に、C言 語 な

どによるコンピュータプログラ ミングの初歩か ら中級程度の研修 を行 うものである。10日 間の短

期 コースを年4回 開催 し、受け入れ者数 は年間70名 である。

3)短 期情報処理研修

イ)実 践的プログラマ ・トレーニ ングコース研修

研修期 間を2カ 月 とし、情報化途上国の コンピュータシステムおよびプログ ラミングの経

験者 を対象 に、 コンピュータシステムの体系的概要知識 を取得 させ、かつ演習 ・実習を主体

としたシステムエ ンジニア リング技術 を習得 させ、情報化途上国の情報化 を推進 し、中堅的

ソフ トウェア技術 とな りうる人材 を養成す る。受 け入れ者数 は年間14名 である。

ロ)現 地研修

現地研修 は、 コンピュータの初級技術者 を多数養成する目的で、現地で開催 し、講師 は現

地人が担当 し、使用機器 は原則CICCが 各国 に無償貸与 した機器 を用 いて実施 している。本年

度 は1回5～10日 間でマレーシア、エ ジプ ト、中国、タイ、台湾、ス リランカ、 フィ リピン、

イ ン ドネ シアの8カ 国で計13回 開催 した。

(2)情 報化技術協力事業

1)機 器の貸与 お よび要員 の派遣

情報化途上国の要請 に応 じて汎用小型 コンピュータ ・システムセ ッ トを無償貸与 し、実習によ

る開発 ・教育体制 の確立 に協力する。 また、操作:運 用 ・保守 などの技術指導 を円滑 に進 めるた

め、関係技術者 を貸与先 に派遣す る。本年度はシンガポール、 マレーシア、 タイの3カ 国の情報

化教育機関に対 しコンピュータシステムを各1セ ットずつ無償貸与する。本事業で貸与 した機器

は、海外現地研修 に使用す る。

2)プ ロジェク ト指導

発展途上国にお けるコンピュー タの導入は、政府な らびに政府関連機関が関与する ことが多い

ため、 国家プロジェク トな どの計画段階 において、当該国プロジェク ト指導員 を日本へ招聴す る。
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本年度 はマレーシア、エ ジプ トよ り招聴 した。 また 日本か ら情報化関連の専 門家 を当該国に派遣

して技術指導 を行 う。本 年度 は中国、エジプ ト、台湾、 イン ドネシア、 フィリピンな どに派遣 し

た。

3)特 定プロジェク ト発 掘調査

発展途上国の情報化の水準 はまだ初期段階 にあ り、その基盤整備 も充分でない。 このため各種

の問題 を抱 えなが らも、当該国 自身の手で コンピュータ利用による適切かつ具体的な解決方法 を

策定できない とい うのが実情で ある。本事業 は、わが国の情報化関連の専門家 と相手 国当事者が

情報交換 を行い、問題解決のためのニーズ調査お よびプロジェク ト発掘(実 現の可能性、経済性、

スケジュールな ども含 む)を 行 うため現地 に専門家 を派遣す る。本年度 は中国、 アルゼ ンチ ン、

イ ンドネシア、シ ンガポールに専門家 を派遣 した。情報化途上国においてはコンピュータ導入 に

よる情報化促進 の強い意欲 はあるが、様 々な社会 ・経済 の制度上のあい路 も多い。本事業 はこれ

らの問題点について国別 に総合的に調査 ・研究 を行 い当該国の情報化促進策 を検討す る。

4)情 報化協力国際会議の開催

情報化途上国の代表者 をわが国へ招聴 して各国の動向把握および協力事業の効果的運営のあ り

方 などについて検討するため、 アジア地域6カ 国、 中国 ・香港 ・フィリピン ・イ ン ドネ シア ・タ

イ ・イン ドより、 中南米地域2カ 国、ベネズエ ラ ・コロンビアよ り、中近東地域 より2カ 国、 ヨ

ルダン・トル コよ り代表者 を招聰 して、10月24日 、25日 に東京で情報化協力国際会議`91を 開催 し

た。「コンピュー タ リゼーシ ョン促進策 の現状 と今後 の見通 し」「情報処理要員の育成」をテーマ

に、各国 とCICCの 協力事業 について意見交換 した。

5)2国 間情報化協力会議

わが国 と情報化途上国 との情報化協力をさ らに強化するために、各国の情報化 の現状 を認識 し、

今後 の情報化交流、協力のあ り方を議題 としてエジプ ト・サ ウジアラビア ・ス リランカ ・マレー

シア現地 において2国 間情報化協力会議を開催 した。

6)国 際会議への派遣

海外諸 国で開催 される情報化 に関す る国際会議 な どに専門家 を派遣 し、有効な情報交換 を行 う。

本年度 は12月 にイン ドネ シアで開催 されたSEARCC'91に 参加 した。

7)情 報化協力実態調査

情報化途上国に進出している日系企業の情報化 の動向、 ならびに問題 点を調査 し、情報化の促

進 を図 る。

また東欧 におけるコンピュータ リゼー ションの実態 を調査する とともに、先進国の国際協力機
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関による東欧 を含めた情報化途上国に対す るコンピュータ リゼーシ ョン支援活動 について調査 ・

研究す る。

8)海 外情報 の収集整備

シンガ ポールに駐在員を派遣 するな どして情報化途上国にお ける今後 の情報化 の可能性な どに

ついて分析するため、各国の情報化 に関する情報 を収集 ・検討 し、従来 の 「情報化マ ップ報告書」

をよ り充実 した ものに整備す る。

また、情報化促進関係団体 による情報化協力連絡会 を運営 し、情報交換、海外情報の収集整備

体制 の強化 を図る。

(3)情 報化知識の普及

1)セ ミナーの開催

情報化途上 国へ講師 を派遣 し、現地 において指導的立場 にある層 を対象 に、 わが国の情報産業

全般、技術開発動向、 コンピュータ利用な らびに情報処理教育等 に関 して認識 と啓発 を計 る。本

年度 はス リランカにて開催 した。

2)啓 発資料 ・ライブラ リ整備

情報化途上 国での情報化知識の普及 に必要なセ ミナーの開催 および資料 ・ビデオを作成 し配布

す る。現地のCICCラ イブラリセンター19カ 国に加 えて、東京 に東京 ライブラリセンターを整備

し、知識 の普及 に努める。

3)海 外展示会への参加

わが国の情報化の現状お よび情報化協力事業について啓発 するため、11月 末 にイン ドネ シアで

開催 され たSEARCC'91の 展示会 に出展参加 した。

4)人 材交流活動

日本 および情報化途上国の情報化関連の専門家 の登録 と人材情報の蓄積 を計 る。人材登録者間

の交流促進、情報交換 の場 として 「交流会」 を開催 し、その結果 を 「サー キュラ」 として発行す

る。

5)情 報化論文 コンテス ト

情報化途上 国の コンピュータ技術者 を対象 として、「私は日本 での コンピュータ研修体験 を職場

で どういか しているか。」「私 の職場で実施 している/実 施 して きた コンピュータ リゼーシ ョンの

進め方」「私の国のコンピュータ リゼーシ ョンはどう進 めるべ きか」の3つ のテーマよ り選択 し、

論文 の募集お よび、 コンテス トを行 い、優秀者6名 を日本 に招聰 し表彰す ることにより、能力 向
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上 と人材発掘の一助 とする。

(4)近 隣諸国間の機械翻訳システムに関する研究協力事業

1)1987年 度(昭 和62年 度)よ り通商産業省 か ら委託 を受けてODA(政 府開発i援助)プ ロジェク

ト 「近隣諸国間の機械翻訳 システムに関する研究協力」を推進 している。

本 プロジェク トでは、 コンピュータを活用 した 「機械翻訳 システム」を開発 する。特 に 「中間

言語方式」 を採 ることに より、多言語 間の翻訳が可能である ことを実証す る。中国語 ・イ ンドネ

シア語 ・マレーシア語 ・タイ語 ・日本語の5カ 国語 を翻訳 の対象 としている。機械翻訳 システム

は、CICCに 設立 された機械翻訳 システム研究所が、中国、イン ドネシア、マ レー シア・タイの公

的な研究機関 と共同 して、研究開発 を行 っている。開発 の期間 は1987年 度 か ら6カ 年 を予定 して

い る。最初の2年 間(第1段 階)を 基礎研究、次の2年 間(第2段 階)を 本格的な開発、後半の

2年 間(第3段 階)を システムの改良 にあてている。第1段 階で は当初の目標 どお り5千 語 の基

本語辞書 を作成 し、数10程 度の文例 を もとに文法規則 を試作 した。1988年11月 に第1回 の公開実

証実験 を実施 した。第2段 階では、基本語辞書を5万 語 に拡大す る とともに、2万5千 語の専門

語辞 書を作成す る。 また3千 文強の文例 をもとに文法規則 を作成す る。 この段階で任意の 自然文

についての翻訳実験 を開始する ことが可能 となる。1990年11月 に第2回 の公開実証試験 を実施 し

た。第3段 階で は、前段階で開発 されたシステムを用いて大規模 な翻訳実験 を繰 り返 し、辞書 ・

文法規則お よび システム全体 の改良 ・拡充を図 る。1992年 度 には第3回 の公開実証試験 を行 う予

定で ある。

2)機 械翻訳 システム研究所で開発 してい る機械翻訳 システムの適用領域 ・ニーズな どを調査 ・

研究す る。 また機械翻訳 セ ンターの設立の可能性 について も調査 ・検討 を行 う。

(5)情 報技術の国際標準化事業

1)ア ジア情報技術標準化 フォーラムの開催

香港 ・イ ンド ・イン ドネ シア ・マ レー シア ・中国 ・フィ リピン ・韓国 ・シンガポール ・タイ ・

日本のアジア11カ 国によるアジア情報技術標準化 フ ォーラムを10月23日 に東京にて開催 した。各

国の情報技術標 準化の現状 と政府施策 に関する報告 と 「各国の文字 コー ド」 をテーマ に技術報告

が行われ、情報化の普及、啓蒙 を図 った。

2)ニ ュー ス レター の発 行

半年 刊 の"NEWS-SITE"を 発 行 し、 国際標 準 化 事業 の推 進 に努 め る。
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(6)そ の他事業(海 外技術者研修情報センター(仮 称)設 置への検討)

平成2年 の 「入管法」改正 に伴 い、情報化途上国に情報化 についての ノウハ ウ等技術移転 を図

ることを目的 に、海外情報技術者の 「支援センター」事業 と銘打 って、 日本側か ら情報化途上 国

の情報技術者 に働 く機会 を提供 することを企画 し、実施 に向けて 日本企業 による雇用、 日本企業

か らの外注、合弁等の支援策 を検討 した。

二次 に亘 る国内でのアンケー トによ り、 日本企業 には、積極的なニーズが存在する ことが明 ら

か となったが、一方情報化途上国側の技術者不足、 ソフ トウ ェア開発環境 の欠如、言葉の障壁、

更には日本側の法制度上 の未整備等の問題があ り、 これ らの基盤が整 うまで、本事業 の実施 を暫

時見合せ ることとした。

表1国 別 ・コース別研修修了者数(累 計)1992.3.

コー ス

国 名

シ ス テ ム 技 術

(6カ 月)

プログラム}レーニング

(2カ 月)

ア

ジ

ア

韓 国

中 国

マ レー シァ

タ イ

フ ィ リピン

イ ン ドネ シア

シ ンガ ポール

イ ン ド

ス リラ ンカ

ネ パ ール

パ キス タ ン

香 港

56

38

46

71

52

67

11

40

43

1

13

一

16

8

13

21

12

17

4

15

-

一

一

1

小 計 438 107

メ キ シコ

プラ ジル

ァルゼ ンチ ン

コロ ン ビア

ペ ルー

チ リ

ベ ネ ズエラ

24

13

10

10

15

]1

3

一

一

一

一

ー

一

一

小 計 86 一

中

近

東

エ ジプ ト

サ ウ ジアラ ビァ

イラ ク

ヨル ダ ン

トル コ

16

4

8

10

4

一

一

ー

一

一

小 計 42 一

合 計 566 107
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3.日 本貿易振興会(ジ ェ トロ)の 国際協力の現況

3-1ジ ェ トロ事業 の展 開

日本貿易振興会(ジ ェ トロ)は 特殊法人 として昭和33年(1958年)に 発足 したが、その前身で

ある海外市場調査会(昭 和26年 設立)の 時代 から大阪万博のあった昭和45年 まで、つ まり60年 代

まで は 「手 さぐり貿易」 を回避す るための諸々の事業 を行 っていた。貿易振興 といって も日本 の

輸出振興のための海外市場調査、見本市開催、輸出取引斡旋 を行 って きたわけである。

70年 代 に入 り日本の貿易収支の黒字定着化 とともに、 日米繊維摩擦 など対外経済問題 も徐 々に

浮上するようになってきた。 ジェ トロは こうした時代背景 をもとに対外協調 をめざして対 日理解

促進のPR事 業 を開始 し、また調査活動 も輸入マーケティングを実施 して、輸 出促進オ ンリーか ら

少 しずつ方向転換 をし始 めたのである。

80年 代 に入 り対外不均衡 は ます ます拡大の一途 を辿 り、貿易摩擦 は激化の度 を加 えていった。

ジェ トロは諸外国か らの 日本 に対する要請、つまり経済大国に応 しい開発途上国への協力及び 日

本の市場解放 といった要請 に関す る諸事業 を広汎にわたって展開す ることとなった。以下 にジェ

トロの諸事業 のうち国際協力 に関する もの を簡単 に紹介 し、そのうちデータベースによる海外 向

け情報提供については紙幅の許す限 り詳 し く紹介す ることとしたい。

(1)先 進国向け協力事業

(イ)輸 入促進

先進国 に対す る輸入促進事業は70年 代初頭か ら細々 とした形で行 って きたが、90年 になって関

税 引 き下げなど政府 の輸入促進施策4本 柱 の一つ としてジェ トロは大々的に輸入促進事業 を行 う

こととなった。

輸入促進 のツール としては人 的交流、展示会開催等を含めてかな り広汎にわたる もので、人、

物、情報 という観点か らみれ ば総合的輸入促進業 といえよう(表1参 照)。

(ロ)産 業協力

①投資促進

日本か らの海外向け直接投資(製 造業 な どの立地)促 進のために、工場 団地や投資環境の調査

及 び同情報の提供 を行 っている。 また海外 か らの投資誘致 ミッシ ョンの受入れ、 日本か らの ミッ

ションの派遣な ども実施。

日本市場への参入がなかなか困難 との欧米の批判 に対 し、 日本への投資の情報 を提供 し、デー

タベースも作成。
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表1主 たる輸入促進事業

事 業 内 容

欧米諸国の輸出振興機関等へ 日本 の専門家 を1年 以上派遣 し、
長期専門家派遣

対 日輸出向けの指導 を行 う。平成3年 度 までに29名 を派遣 中。

欧米諸国よ りビジネスマンを中心に対 日輸出関心のある者 を日
ExporttoJapanStudy

本 に年間200名 招聰 し、セ ミナーを実施す るとともに商談 を含 め
Program

て実際の 日本市場 の実情理解 を深めて もらうもの。

毎年1回 首都圏の見本市会場で欧米の出展者を募集して開催す

るもので、ヘル スケアとレジャー用品の分野で毎年交代 して行
大規模輸入見本市

って い る。 シ ンポ ジュ ウム、 日本 市場 説 明会 、 ユー ザ ー の状 況

見学会な ども同時実施。

ギ フ ト ・アイ タム、 イ ンテ リア ・グ ッズ、家庭 用 品 、DIYな ど

の消費財の専門家を欧米諸国に派遣し、日本市場でまだ流通し
輸入商品サンプル展

ていない ものを収集 し、 日本各地でサ ンプル展 を開催 して輸入

業者 を開拓する もの。

消費財分野の商品別の 日本市場 に関する調査 を実施 し、 レポー

トを作成 して欧米 ビジネスマ ンに提供。 日本の輸入関心業者、
日本市場紹介等情報提供

日本 の市場情報のデータ ・ベースを作成 して敏速 に欧米 ビジネ

スマ ンの照会に対応(内 容 は別途詳述)。

日本 の全都道府県それぞれに経済国際化セ ンターを設 け、輸入
経済 国際化セ ンターの設

促進情報 を中心 に海外情報 を提供 し、噺またセ ミナー、展示会等
置 ・運営

の事業を行って地域の経済国際化を推進。

② 技術交流

日本 で開発 された新技術 の動向が よくわか らない との批判 に対応 して、技術 タイア ップのア ン

ケー トを実施 した り、技術交流 ミッシ ョンの派遣、欧米で技術交流 セ ミナーの開催、NewTech-

nologyJapanと い う新規開発技術 の紹介誌 を発行、配布。
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(2)開 発途上国向け協力事業

(イ)輸 入対策

途上国の有力者や 日本市場の調査員 を招聰 して日本 の市場特性 を理解 して もらうとともに、各

国別 の物産展 を開催 して商品の紹介 に努 める。

(ロ)技 術協力

日本か ら品質管理、金型製造等 の技術専門家 を派遣 して当諸国 に実情 に沿 った技術移転 を実施。

また当諸 国に外貨獲得型産業の育成 を図るた めニ ューエー ド ・プランとして当諸国の資源賦存 に

適合 した輸 出商品の開発等の調査、提言を行 っている。

(ハ)工 業化支援

工業化推進 に協力するため、専 門家 による現地調査、 コンサル ティング等 を行 うとともに現地

工業化専門家の受入れを実施。現在 イン ドネシア他7カ 国 を対象 に実施。

3-2デ ー タベー ス関連 の協 力

(1)ジ ェ トロの デ ー タベ ー ス概 要

ジェ トロでは70年 代に日本の貿易統計の検索 システムを開発 して以来、経済 ・貿易 関係の もの

としては、米国、ECな どの貿易統計検索システム、80年 代 に入 って ジェ トロ・エース(国 別経済

貿易情報 システム)を 製作、オ ンライ ン ・サービスに供 して きた。 さらに、 その後順次輸入取 り

引 き斡旋 システム(ジ ェ トロ ・トップス)、 輸入促進関連情報 システム(ジ ェ トロ ・ウインズ)、

投資関連情報等 を開発 してきた(図1)。

データベースのほとん どでオンライ ンサー ビスを行 ってお り、 ジ ェ トロの東京本部は もとよ り、

30カ 所の地方貿易情報センター、全国50カ 所 の経済 国際化 センターで も使用 されている。

図1JETROの デー タベーース一覧
貿 易 航 日 本

米 函

EC

OECD

ACE)

国 際 航 計(■MF)

一 一[　 罎il㌻ ぶ
輸 入 促 連 関 遮 情 報 日 コ忙の 見 本 市
シ ス テ ム 日 本 の 輸 入 統 計

(JETRO-W工NDS》 マーケット・ア加 一チ
マーケット・トレンド情 串良
海 外 通 信 販 売 力知 グ窪 内
入 手 」硫 きtS9略 座
商 品 別 輸 入 便 覧
ベント開 催 案 内
電 子 掲 示…板
済 国 際 化 センター紹 介

ンタストリアルサイト イす ホロ

投…-E㌫ 一{軍 議 許臣
面 繋 協 力 英 文 技 術 情 報

の 他 齪 糊 青蝿(JETR'O-IMS)
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(2)ジ ェ トロの デ ー タベ ー ス の 内 容

デー タの内容 について以下 に概略 を記す。

1.経 済 ・貿易デー タベース

(i)貿 易統計

国 ・地域名 内 容 備 考

日 本 HSへ の品 目分類変更後の 日本 の貿易統計 データが 88年 以後 のデ

米 国 収録 されている。
一タの検 索が

EC このHS分 類 を もとに作成 した ジェ トロ独 自の品 可能 。

目分類 によ り日本 の輸出、輸入の統計データが国別、 87年 以前の も

品別 に検索でき、プ リン トアウ トも打 ち出す ことが のは旧分類の

で き る。 ためデー タの

データの内容 は金額(USド ル、 円)、 数量、前期比 整合性 はない。

増減、構成此等。

【注】米国、ECの 貿易統計 は90年 以後のデータ。OECDの 貿易統計についてはオ ンライ ン・サー

ビスの予定 なし。

(ii)国 別経済貿易情報 システム(JETROACE)

対象国 ・地域 内 容 備 考

日本 を含む世界 ジェ トロが主 として海外事務所 を通 じて収集 した各 2社 のデ ィス

102か 国 ・地域 国の経済貿易関連の情報を整理、集大成したデータ トリ ビ ュ 一 夕

ベース。内容構成 は文章情報 と統計情報 の2種 か ら を通 じて一般

なり統計情報は出所も明示。検索は国名と項目を指 公開(有 料)。

定すれば簡単 にで き、プ リン トアウ トも出す ことが

で き る。
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(iii)国 際 統計

現 在磁 気 テー プの形 で収 集 して い る国際 機 関 の デー タはIMF、OECD、 国連 の もの が あ り、 オ

ンラ イ ンで はIMFの もの をサ ー ビス に供 してい る。

国際機関名 内 容 備 考

International

MonetaryFund

(IMF)

IMF加 盟 国 に つ い てInternationalFinancial

Statistics(IFS)の 国際収 支、通 貨 、金 融 等 の時 系

列 の デ ー タが検 索 で きる。

2.輸 入促進デー タベース

(i)輸 入取 り引 き斡旋 システム(JETROTOPS)

このシステムは海外か らの対 日輸出の引 き合 いをコンピュータで きめ細か く、かつ迅速 に処理

で きるように開発 した もの。 このシステムは担 当課 が専用 で引 き合い処理 をすることになってお

り、毎 日引 き合い企業の登録、 マ ッチ ングの処理が行われてい る。

(ii)輸 入促進関連情報 システム(JETRO-wINDS)

この システムに属す るデータベースは多数あ り、 すべてのデータベースは電子掲示板(BBS)

で見 ることができる とともに、一部の もの は検索方法が準備 されているデータベース(DB)形 式

の もので情報検索 も可能。

a.輸 出入企業情報

デー タベ ー ス 内 容 備 考

ポテ ンシ ャル ・エ 対日輸出に関心のある外国企業とその輸出商品 DB、BBS

クス ポ一 夕

ポテ ンシ ャル ・イ 日本の輸入関心企業と輸入関心商品 同上

ンポー タ

最新輸入商品情報 輸入商品の輸入元企業及びその取り扱い商品 イメージ情報

あ り。

ア フター サー ビス 輸入商品の国内ア フターサー ビス体制情報

情報

サ ンプル情報 派遣した商品専門家が買い付けた商品の個別情報
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b.市 場情報

デー タベ ー ス 内 容 備 考

マ ー ケ ッ ト ・ トレ 日本の主要都市の売れ筋商品情報、世界の主要都市

ン ド情報 の売れ筋商品情報、日本での輸入急増品の要因分析

日本の輸入統計 日本の消費財輸入の統計 データ

マ ー ケ ッ ト ・ア ブ 日本の消費財の商品別市場紹介 英文情報

ロ ー チ

日本の見本市 日本で開催される見本市情報 DB、BBS

世界の見本市 海外で開催される見本市情報 同上

c.個 人輸入関連情報

デー タベ ー ス 内 容 備 考

海外通信販売 カタ

ログ情報

輸入手続き情報

商品別輸入便覧

欧米の通信販売のカタログに関するデータベースで

個人輸入 に役立つ情報

日本の輸入手続 きの概 要

商品別の 日本の輸入手続 き

イ メー ジ情報

あ り。

以上 のほか ジェ トロ、経済国際化セ ンターが主催 するセ ミナー、展示会 など輸入促進 を中心 とす

る行事案内のBBSの メニ ュー も用意 されている。

3.投 資関連デー タベース

(i)対 外投資情報

デ ー タベ ー ス 内 容 備 考

イ ン ダ ス トリア

ル ・サイ ト

ビジネス環境

日系進 出企業

海外の工業団地情報

海外進出関心企業への現地駐在事1青紹介

現地進出日系企業情報
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(ii)対 日投資情報

デー タベ ー ス 内 容 備 考

工 業 団地 情 報

JapanRegional

Invest.Info.

日本各地の工業団地の情報(価 格、インフラ等)

日本の各地域 の経済データ等

英文

同上

(iii)産 業 協 力

デー タベ ー ス 内 容 備 考

英文技術情報 日本の新商品、新技術の紹介 英文

4.そ の他(二 次情報等)

デー タベ ー ス 内 容 備 考

資料情報 東京本部ライブラリィ所蔵資料情報
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(3)ビ ジネス情報提供

以上 にようにジェ トロのデータベースは各種 あるが、海外の ビジネスマ ン向けのデータベース

のサー ビスは海外事務所42カ 所 に設置 したマッキン トッシュで実施 している。 ジェ トロでは この

情報提供の ことを 「ビジネス情報提供基盤整備事業」 と呼んでお り、その概 要をわか りやす く示

す と次の ような図2に なる。

図2ビ ジネス情報提供基盤整備事業フローチ ャー ト

日本情報ユーザーと

情報 ニーズ 〈海 外〉 〈 国 内 〉

ジ ェ ト コ ・ セ ン タ ーω 対 日輸出関心企業

日本の産業 ・市場動向,

売れ筋情報,

流通機構,輸 入業者,

輸入手続き,

消費者,見 本市情報等

② 対日投資関心企業

地域経済,税 制,

関連法規,外 資動向,

関連業界事情

㈲ 現地政府 ・経済団体,

研究機関
、

経済 産 業鋤 一般等

(4)そ の他 ビジネスマン

新 商品,新 技術,

企業情報等

企業情報等

八 一 ド コ ピ ー
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データベ ースに入 っている情報の提供方法 は、通常 ジェ トロの海外事務所 を来訪す る現地 ビジ

ネスマ ンに対 してその場 で情報 を検索 してプ リン トアウ トを提供す るものである。

勿論、一部の公的機関、た とえば外国政府 の輸出振興機関 に対 しては相互 にデータを交換す る

ことを条件 にジェ トロのデータ(日 本の輸入関心業者 に関す るもの)そ の ものを磁気テー プの形

で提供 し、相手方 は自己のシステムにのせて活用 しているケース もある(英 国、 フランス、米 国

カルフォルニア州 など)。

ジェ トロの海外事務所 向けに作成 してい るデータベースは輸入促進の ものが中心なので、・それ

を紹介す る。内容 は英文表記であるが、一部和文 も切 り換 えて使 えるようになってい る。データ

ベースは4種 あ り、そのメニ ュー画面のイメー ジは次の ようである。

JETRO-WINDS

目

次 の4種 の うち例 と してMarketTrendsinJapanの 画面 イ メー ジ を示 す と次 の よ うで あ る。

(i)ま ず業 種 を選 ぶ 画面 が 出 て くる。

.口ByEnglish

こ]ByJapanese

N。 ∀P,。d。c返

Pr◇ductsMenu

Cliぐkaniヒemtogotoit1
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(ii)業 種 を選択 する と次 いで内容 の一覧表が出て くる。

1

一 莞『1驚li肖.欝「i藷i6i【 竈'|'‖.n1
ぎ・「・__,-r

8W腱..HILI-1
竃-

i

「'一'一 ■一 －i

FashionGoods.
``[ .,L■,..

F` ρ-ppz.'-rr 「一「 「 「-.一「「'「..、

|
1'
::i:授o…

….._.._.._..........溺``u・ ・ ・ ・ ・ … 一 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・… ㌔ ・・㌔ ・・・・・・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …

D途 史.::_:….、.、.二,

001 卜1ensNecktie(Retailharket) 91/02 合i
■

OO2 HensBelt(Reto1|卜16rket) 91/02
ざ

003

004

W・mens目uffler(Retθ 洞 ・rke⑰

Glove,C8P(Ret6i1卜16rket)

91/02

91!02
…

…

…

[
li
.

OO5 FoshionLight(RetθilHorket) 91/02 …
…

D
失

006 Gl6ssw6res(Ret6ilN6rket) 91/02
…i ‖

OO7 OtherTθbleware(Retail卜18rket) 91/02
008 Toothbrush(Ret6日H6rket) 91/02

i:

OO9 BathOi1(Ret6日Harket> 91/02
010 lCeBag(Ret6日narket) 91/02

‡
OU Foundotion(Ret〔 〕nHorket) 91/02 一

… 012 FacePowder(Rete日Nθrket) 91/02 ◇ …
'押.-'≡ 川 」「

i J・p・…eM三:・ 員Titl・ P・i・tl, Wi・d・ レ・叩 Previous
、

M・ ・u屑Q・it |
＼

前の メニ ューに戻 る

タイ トルー覧 をプ リン トす るWINDSメ ニ ュ ーに戻 る

メニューを日本語表示に切 り替 える

見 たい メニ ーの上 をクリ ック

(iii)次 いで一覧表のなかか ら必要 な ものを選択 すると情報が画面上 に表 示 され る。 プ リン ト・

アウ トを出す ことも勿論可能である。

.Morrke↑Trendin」 αPロn
M1「A40i200S9

宣金星裏屋時計(増 加要因)

貴全篇i製腕時計とは、腕時計の一蔀に貴全息が使用きれているものであり、ス
イス製が90%以 上のシ=ア を占めている.

バ ンド全休に金を使用 したものや、文事盤にダイヤモンドなどの宝石をちりぱめ

たものの輸入が好調である.1989年3月 までは、時計の機能性のため(cft金
属 を使用しても、わずかでも貴金属が使用されているものに対し高率の物品税(

30〆 〉が課せられていた.し たがって、謡要も限定きれたものにな)て おり、

国内メーカーもほとんど生産しておらず輸入品に頼 ってし、た.

胡人急増の要因としては、まず第一に物品税の廃止による価格の低下である。

消費税 〈3%)の 塔入はあったが約3割 は価格低下し、高価格品ほど割安感がで
て、89年 来の需要の大幅な増加(2倍 弱)と な 〉た.第 二{C最 近の好景気を背

景に した消費の拡大による.持 に株高、土地高眼による資産効果によるものがい

まだ大きい.さ らに、第三に消費者ニーズの変化、一人当たり3個 の腕時計を持

ってし、るとC、われている現在、デザインのC、いもの、大量生産では味わえない手

sσurce:JETRO

Statistics SaveasTextFile Flash Print PreviousMenu■ レ
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4.教 育 ・学術分野 におけるデータベース と国際協力

4-1情 報環境の新展開

教育 ・学術研究の面 におけるデータベースの利用 およびそれを基礎 とした国際協力 に新 しい可

能性が開けて きた。 この面 にお ける現状 と将来展望 を具体例 に もとついて述べ ることにする。慶

応義塾 は日本 で最 も古い高等教育機関であ り、経済学部、商学部、法学部、文学部、理工学部、

医学部の学部を もつ。1990年4月 に慶応義塾 は環境情報学部 と総合政策学部 とい う2つ の新 しい

学部 を神奈川県藤沢市 にオープンした。湘南藤沢キ ャンパ ス、略 してSFCと 呼 んでいる。

データベースお よび国際協力の面でSFCが 注 目されているのは、従来の大学 とは全 く異 なる情

報環境 を整備 してお り、 それ をフルに利用 した教育 と研究 を推進 しているか らである。

コンピュータ利用環境 の新 しい動向の うち特 に注 目され るのは、 ダウンサイジング、ネ ッ トワ

ーク
、マルチ メディア、人工知能(AI)で あ る。データベース を考 えるにあたって もこうしたテ

クノロジーの動向か ら目を離す ことはで きない。

特 に大学 においてはこれ ら自体 を研究 の対象 とす ることに とどまらず、 これ らを積極的 に取 り

入れ てい く必要がある。 しか しなが らこれは言 うは易 く行 うは難 し、である。古い大学で あれば

あ るほど、スタ ッフは書斎型であ りコンピュータ ・リテラシー とは無縁 である可能性 が高 い。 ま

た建物 も歴史的 な価値はあ るにして も、イ ンテ リジェン ト化 することはまず無理 とい うものであ

る。

新 しい情報環境が建物 も設備 も組織 も個人 も含めたシステムの再構築 を必要 とするだ けに大学

に とって これに対応 して い くことは極 めて困難であ る。大学 に限 らず これ までの社会で は情報の

流通 と蓄積 は印刷物 に頼 って きた。500年前グーテンベ ルクによって発明 された印刷術 は基本的 に

は不変の まま今 日に至 ってい る。論文、著書、図書館、講義、教室 といった もの も印刷術 とい う

一つのシステムの うえにのった ものである
。 しか し21世 紀 に向けてエ レク トロニ クス ・テクノロ

ジー によってシステムの変革が起 きつつあることは もはや周知の ところで ある。SFCは こうした

展開のなかで来 るべ き情報環境 のなかで大学のあるべ き姿 を示す一 つのプロ トタイプである とい

ってよい6そ こでは新 しいインフラが整備 され、教育 ・研究 をお こなってい く上での基本的 スキ

ルが異な り、対象が広 く多面的であ り、アウ トプッ トも論文 だけでな く多様な もの となる。以下

では具体例 をみてい きたい。
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4--2キ ャ ンパ ス ・ネ ッ トワ ー ク

新 しい情 報 環境 とは一 口 で い えば ネ ッ トワー ク とデー タベ ー スで あ る。 キ ャ ンパ ス全域 を結 び

世 界 に広 が るネ ッ トワー ク と、 その上 で利 用 可 能 な知 識 の ス トッ クす なわ ちデ ー タ ベ ー ス が 教

育 ・研 究 のた め の新 しい イ ン フラ ス トラクチ ャー を構成 して い る。 「研 究 ・教育 支 援 シス テム」 は

また の名 を 「メデ ィアネ ッ ト」 とい う。 メデ ィア ネ ッ トを担 当 す るの が メ デ ィア ・セ ンターで あ

る。伝 統 的 には図書 館 とよば れ て きた機 能 を受 け継 いで は い るが 、 情報 の流 通 ・蓄積 の メデ ィア

が 従来 の印刷 物 で あ る こ とをや めマ ル チ ・メデ ィア とな ってい る こ とに対 応 した もので あ る。

メデ ィアネ ッ ト構 想 で は 、学 術情 報 環境 の再 組 成 を図 り、従 来 の図 書館 サ ー ビス と電 算 サ ー ビ

ス を発 展 させ なが ら、 近年 研 究 ・教 育 活動 で要 求 が高 ま りつ つ あ る新 しい情 報 源(デ ー タベ ー ス)

の構 築 と活用 を可 能 にす る機 構 整 備 を め ざ して い る。 そ の た め 書物 も情 報 もコ ン ピ ュー タ も研

究 ・教 育 情報 の媒体(メ デ ィア)と と らえ、各 キ ャ ンパ ス の既存 の関連 機 関 を統 合 し研 究 ・教 育

を支援 す る、 として い る。 メ デ ィアネ ッ トは したが ってSFCの 内部 に と どまる もので は ない が、

SFCの シス テ ムは その た め の重 要 な ス テ ップで あ りプ ロ トタイ プ で あ る こ とは間 違 い ない。

SFCの キ ャ ンパ ス ・ネ ッ トワー クの概 要 は 図 に示 す とお りで あ る(1991年10月 現在)。 キ ャ ンパ

ス 内の建 物 はギ リシ ャ文字 の名 称 を もって い るが、 ミュー館 が メ デ ィア ・セ ンター で あ り、 ホ ス

ト機(デ ー タベ ー ス ・サ ー バ)が お か れて い る他 、 システ ムの 中心 とな ってい る。 しか しキ ャ ン

パ ス ・ネ ッ トワー クの特徴 は ワー クス テー シ ョン数百 台 が ネ ッ トを組 んで い る こ とで あ る。 ワー

クス テー シ ョンは ミュー館 に70台 置 か れ てい るほか、 カ ッパ 、 イ プ シuン 、 イ オ タ、 オ ミクロ ン、

ラム ダな どの各 教育 研 究棟 に教 育 用 と して40台 ずつ置 か れ てお り、 この他 に各研 究 室 に も配 置 さ

れ て い る。 これ らは イー サ ネ ッ ト(10Mbps)を 介 して キ ャ ンパ ス ・ネ ッ トワー ク を形 成 して お

り、 またJUNET,Internet、 他 キ ャ ンパ ス との専 用 回線 な ど と結 ばれ て い る。 したが って キ ャ ン

パ ス ・ネ ッ トワー クに対 して世 界 の ど こか らで もア クセス す る こ とがで きる しミ キ ャ ンパ ス か ら

世 界 の ど こに対 して も情 報 を発 信 す る こ とがで きる。(図 キ ャ ンパ ス ・ネ ッ トワー ク参 照)

マル チ ベ ンダ に よ る シス テム で あ る こ とも特徴 の一 つで あ ろ う。 これ は ワー クス テー シ ョンに

つ い て もい え る こ とで あ る し、PCに も対 応 してお り、 また コ ン ピ ュー タ・ミュー ジ ックや グ ラ フ

ィ ック スの分 野 で多 用 され て い るマ ックな どもそ の例 で あ る。1992年4月 に完 成 した大 講i義棟 の

ス ク リー ン もネ ッ トワー クか らの 出力 に対 応 して い る。

学 生 は ラ ップ トップ を個 人 用 に もって い る。 これ はキ ャンパ ス ・ネ ッ トワー ク を補 完 す る もの

として位 置 づ け られ てお り、 自宅 か らネ ッ トワー クにア クセ ス した り、文 書 や数値 の フ ァイル を

作成 した りダ ウ ンロー ドす る の に用 い られ てい る。 またC言 語 や表 計 算 ソフ トの 学 習 な ど、か な

らず し もネ ッ トワー ク に依 存 す る必 要 の な い教 育 の ため に も用 い られ る。
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4-3カ リキ ュ ラ ム

この よ うな シス テム を基 本 的 な イ ン フラ とす る とな る と、 コン ピ ュー タ ・リテ ラ シーが教 わ る

側 に も教 える側 に も不 可 欠 とな る。SFCに おい て は学 生 全員 が1年 生1学 期 の 時 か ら基本OSと

して のUNIXに 関 す る コ ン ピュー タ教 育 を受 け る こ とにな って い る。 これ に よ りレ ポー トの作

成 ・提 出、 教 員 や学 生 同 士 の連絡 の た めの メー ル、 図書検 索 な どに 日常 的 に ネ ッ トワー クを利 用

す る よ うにな る。 この た め学 生 一人 一 人 が シス テム上 に メモ リー空 間 を与 え られ て い る。 コ ン ピ

ュー タ教育 は それ 自体 が 独立 して い るの で はな く、講 義 科 目で レポー トを作 成 す るの は始 めか ら

LATEXで あ る し、 外 国語(英 、独 、 仏、 中、朝 、 マ レー ・イ ン ドネ シア)の 教 育 も ビデ オ とネ

ッ トワー ク上 の教材 が あわ せ て用 い られ テス トの 回答 もネ ッ トワー ク を介 して担 当教 員 に提 出 さ

れ る。

2学 期 か らは、 各種 の ラ ンゲ ー ジ を始 め とす る コン ピ ュー タ ・サ イエ ンス側 の コー スが用 意 さ

れ て い る と同 時 に、 コ ン ピ ュー タ ・ミュー ジ ック、 コ ン ピュー タ ・グ ラフ ィ ックス 、統 計 な どの

応 用 分野 が 用 意 され て い る。2年 生 にな る と、 い わ ゆ る 「3技 法」 が 登場 す る。 これ は新 しい情

報 環境 に お け る 「知 的基 本 動作 」 を共通 のス キル と して 身 につ け るた めの もの で あ る。3技 法 に

は、 デー タ解 析 法 、社 会 調 査 法、 モ デル ・シ ミュ レー シ ョン技 法 が含 まれ る。 こ こで はデー タベ

ー スの利 用 が 始 まる
。学 生 は専 門の 如何 を とわず この うち2つ を履 修 す る こ とに な って い る。

か くして3年 次 ・4年 次 と専 門性 を高 めて い く前 提 として、 コ ン ピュー タ ・リテ ラ シー(人 工

言 語)、 外 国語(自 然 言 語)、3技 法 とい う3本 柱 が位 置 づ け られ て い るわ けで あ り、 そのた め の

共 通 か つ基 本 的 な イ ン フラが ワー ク ステ ー シ ョン に よるネ ッ トワー ク とい う ことにな る。 問題 発

見 、 実証 分 析 、 レポー ト作 成 、 プ レゼ ンテー シ ョン、 ディベ ー トとい う知 的基本 動 作 は3本 柱 の

いず れ を欠 いて も実 現 で きな いで あ ろ う。

4-4デ ー タベ ースの構築 と利 用

SFCに おいてはデー タベ ース を次の5分 野にわけて考えている。 これは、対象の学問が違 うと

い うことによるのではな く、それぞれを扱 うための ソフ トやハー ドが異 なるとい う、機能的な理

由か らで ある。5分 野 はつ ぎの とお りである。

(1)書 誌情報、各種の フ ァク ト情報:デ ータベース として最 も普及 している文献 データベー

スであ り、その形式 を踏襲 したフ ァク ト情報は同 じデータ形式 をもち、 データベース理論

に対応 しやすい。検索 ソフ トを伴 うが、統計処理 を行 うことは少 ない。統計 に関 して もそ

の所在情報な どは これである。

(2)統 計(個 票 をもつ もの):い わゆるサーベイ・データであ り、対象 は個人、家計、企業 な

どである。個票 を もつためデータベース理論 との対応がつ きやす く、 また分析 にあた って

は多変量解析 が用 いられる ことが多い。

一35一



(3)統 計(時 系列 あるいはマ トリックス):も ともとは個票に もとつ くが、統計法の規定 など

によって集計量の利用 しか認 め られないもの、 あるいは理論的 ・政策的な目的のために高

度 の加工を経ているもの。テー ブルあるいはデータ系列 として扱 わざるをえない。計量経

済学的手法や産業連 関分析が用 いられることが多 く、 データ加 工、 シ ミュレーシ ョンなど

のための ソフ トを要する。

(4)小 地域情報:メ ッシュ(グ リッド)・データ、 リモー ト・セ ンシ ング、地 図 ・土地利用

図、地価、道路 ・鉄道 な ど。 デー タ入力のために通常 の装置 のほか、 デジタイザー、 ドラ

ム ・スキャナーな どを必要 とし、画像演算のために画像 メモ リー付 き端末、データ出力側

にはプロ ッタ、カラー ・レーザ ・プ リンター、 ビデオ装置な どを必要 とする。

(5)全 文 テキス ト:論 文、法令、記事 な ど。データ入力 のためにOCRな どの利用が必要であ

る。データがCD-ROMで 提供 され る ことも多 く、 ソフ トに対応で きる端末が必要 であ

る。

これ ら5種 はいずれ もカ リキュラムや研究 に対応 して実働段階 にある。上記(3)に 関 しては

多部門産業 データお よびモデルな ど、データベースの開発か ら行 ってお り、モデル ・シ ミュレー

ション技法で実用 に供 されてお り、 また(5)に 関 してはスキャナにより文字 を入力 し、教材 を

すべてキ ャンパス ・ネ ッ トワー ク上のデータベース として提供 している例がある。ベ ンダーの提

供す るいわゆる外部データベ ースは国内 ・国外の ものを含 めて現在利用実験 中であ る。多数 の学

生がいる大学のなかで検索の履歴保持や課金 のためには若干の ノウハ ウを積み重ね る必要がある。

マルチ ・メディアのデー タベース ということになる と、 当然 グラフィックスや ミュージ ックな

どを含 まなけれ ばいけないが、 テクノロジーの現状 か らして これ らはまだそれ 自体が研究段 階 と

いうことで別途委員会 を設置 して対応 してい る。

データベースの国際的な情報発信のためには機械翻訳が欠かせない。これ についてはSFCで は

す くな くとも2つ のシステムが利用可能で あるが、現在の ところ実用 にはいた っていない。検索

の便宜を図 るために人工知能 を利用 してユーザの世界 とデータベースの世界 をつなぎ、 さらには

検索 コマン ドを生成す るな どの ことも現在 の ところ実験段階である。

4--5研 究分野での国際協 力

研 究 分野 で の国際協 力 につ いて 、 ネ ッ トワー ク側 とユ ー ザ側 か ら見 て お きた い。

まず ネ ッ トワー ク側 の 国際 的展 開 に関 して はSFC村 井 純教 授 を中心 とす るWIDEの 研 究 活 動

が あ る。これ はJUNETの 構 築 にた ず さわ った グル ー プ に よ る もの で1987年 か ら運 用 や利 用 の面

で実 証的 な研 究 開発 をお こな って い る。テ ー マ として は、パ ケ ッ ト交換 網 、ISDN,ネ ッ トワー ク

管 理 運用 、 プ ロ トコル 、 セ キ ュ リテ ィー、 自動翻 訳 、 アー カイ ブ ・サ ーバ 、 マル チ メ デ ィア(音

声 イ ンター フ ェー ス、 マ ル チ メデ ィア ・メ ッセ ー ジ交 換 、 フ ォー ン シェル)、 移 動 ノー ドな どにつ

い て実績 が あ り、1991年 度 か らは従 来 の ネ ッ トワー ク、 プ ロ トコル、通 信 、応 用 関係 の研 究 に加
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え、OSIプ ロ トコルの実験 、大規模 分散環境用分散 ファイル システムの構築、マルチキ ャス トプ

ロ トコル、社会科学的 コンピュータ ・コ ミュニケーシ ョンな どの新 しい分野が加 わった。

こうした情報環境 の整備 は国際的な情報 の流通のためには避 けて通 れない課題 である。 日本で

はこれ までやや もする と国境 の内部のシステム と外のシステムを切 り離 して考 える性癖が あった。

しか しモノとカネの流れ は既 に完全に世界一体 の ものとなった。情報 の流れについてはその性質

上 さらにグローバル化が進 む ことは明かである。 グローバルな視点か らの システム構築が重要で

ある。

国際的 な 「情報の共有」 に関 しては、カ リフォルニア大学バ ークレー校がパ シフィック ・ネ イ

バー フッ ド・プロジェク トを提案 している。情報、通信、 コンピュータなどの分野 における国際

環境構築へむけての研究活動 であ り、技術 的には上記のWIDEな どが対象 とする研究の成果の上

にたち、 さらに直接的 に情報 その ものに焦点 をあててい る。研究分野は次の ようになってお り、

日本が対応 を考 えてい くうえで参考になろう。

(1)知 識ベ ースに関す る情報の交換お よび知識ベースに基 づ くコミュニケーシ ョンの効率化。

(2)各 種知 識ベースに対 し トランスペ ア レン トなアクセス を可能 にす るプロ トコルの開発:

テキス ト、イメー ジ、 データ、書誌情報な ど多種多様 なデー タベースにアクセスする方法、

すなわちサーチコマ ン ドの向上、マルチメディア対応、知的所有権問題、その他。

(3)言 語お よびグラフィック表示の相違 の克服方法。

(4)文 化面、経済面での交流 を促進す る方法:ソ フ ト、テキス ト、 グラフィック ・イメー ジ、

その他 のマシン ・リーダブル ・データの交換にあた り、高速の接続 を実現する。

(5)高 解像度 イメージ ・データの伝達。

(6)多 様な形式のデー タを交換、加工するためのデータ ・コン トロール ・モデルの開発。

データベース ・システムのユーザ側 における国際交流は、筑波大学 を中心 として行われた 「多

目的統計 データバ ンク ・プロジェク ト」 によって促進 された。 この プロジェク トは文部省科学研

究費 による特定研究 として行 われた ものであ り、現在 は終了 しているが、 その成果 は邦文お よび

英文 の報告書 として刊行 されてい る。内容 は、データベース基本 システム、SNA(国 民経済計

算),世 帯マイクロ、政治社会、中長期多部門分析、地域、国際 マクロおよび産業連関、歴史 とな

ってお り、 また国内 におけるデー タベース構築のサーベイ結果 を網羅 している。

この うち私が手が けた統計 データベースは多部門産業分析のための統計 データの体系的整備で

あ り、書誌情報 と統計 データその ものを含 んでいる。英文の刊行物 として、多部門産業データ(1955

年 より現在 まで)、 産業連 関表お よび産業 ・職業マ トリックス(1950年 よ り現在 まで)、 高度技術

の普及(産 業用 ロボ ット、NC工 作機 な ど)、エネルギー ・環境 な どがある。 日本 には各省庁で作

成 する統計データを、産業部門を統一する、単位や期間 をそろえるなど体系化 して提供するデー

タベ ースがないため、ユーザ による開発が必要である。

これ らは一部 フロ ッピーに収 め られた もの もあ り、 アメ リカ、旧 ソ連 をは じめ各国で用 い られ

てい るほか、 フロ ッピー化 の要請 も多い。分析結果 を提供 した例 としては、国連環境 開発会 議
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(UNCED),国 際応用 システム研究所(IIASA)な どがあ り、 また国連大学(UNU)と の間で協

力が進んでいる。国連大学は東京 に所在す るため、SFCと してはネッ トワークの提供 、ソフ トウ

エアの提供、研究用データベー スの提供、および研究者の交流 を含めて検討 中である。計画が実

現 すれば、各国の専門家 による統一的 なシナ リオに基づ き、世界各国で開発 されている計量モデ

ルを用いて政策実験 をお こな うことが できよう。環境 と開発 とい う二律背反を克服 して持続的成

長 をいかに実現するか、冷戦 の解消に ともない削減 され る軍事費 を どう用いるか、 な どが各国共

通 の研究テーマにふ さわ しい と思われ る。
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第3章 ロシア、東欧、中南米における情報イヒの現状

1.ロ シア共和国における情報サー ビスのファンダメンタルズ

2.東 欧諸国における情報サー ビスのファンダメンタルズ

3.中 南 米 諸 国 の情 報 イ ン フラス トラ クチャ





1.ロ シア共和国 における情報サー ビスの ファンダメンタルズ

1-1ロ シア におけ るネ ッ トワーク とその現状
一 ロシアにおけるコンピュータの発展 とオンライン情報市場の状況

専門家 は旧 ソ連邦 にお けるコンピュー タ通信回線の現状 について次の ように評価 している。す

なわ ち、現地のネ ットワー クは先進技術 を採用 してお らず、 ご く小数 しか世界の水準 に達 してい

ない。全体的 には多年 にわたる投資不足のため、全国規模のネ ッ トワー クはまだ未発達段 階にす

ぎない と言 って も過言 ではない。

都市内、都市間の電話、電報、 ラジオ、光通信回線 と衛星 リンクな どは、低性能の通信手段 に

頼 っているた め、 旧ソ連邦全国規模 のネ ッ トワークは低開発の段階 に止 まっている。1991年 以前

の旧ソ連邦 において、既存 の コンピュータ ・サー ビスの大部分は、一部の軍事産業や小数の政府

機関向 けに限 られて、公用 に限定利用 されていたのである。

全国的にアクセスで きるネ ッ トワークを構築す るニーズは、既 にモデム、 ソフ トウェアなどを

開発す る一連の商業のプロジェク トを興 している。ユーザーは中小企業、新設企業、合弁事業、

外 国企業 もしくはその代理店な どが挙 げ られ るが、ネ ッ トワー ク稼働用の ソ連製 のハー ドウェア、

ソフ トウェアを使用する中で、次の ような ことが分か った。

①一般 に言 えば、 旧ソ連国産 のハー ドウ ェアは外国製のコンピュータ設備、 および標準的 にライ

センス された ソフ トウェアの もとでは利用できない。

②大多数のユーザーは夜間 にしか ネッ トワークにアクセスできない。

③頻繁な通信故障があ り、 ときにはデータの減損 をもた らしてい る。

④ 多 くの場合、ポイン ト対 ポイ ン トの通信構造 によるひ とつの相手 かひ とつのユーザーに しか接

続で きない。

⑤提供 されているネッ トワー ク ・サー ビスは、明 らかに国際基準に劣 っている。

⑥多数の潜在ユーザーに とって、サー ビス料金 は手の届かぬ程高額 である。

全国的なネ ットワークは、チ ャネル ・スイッチ ・システムによ り構築 されている。 この方式 で

は実際の利用 において、予め組 んでお くデータの転送が、24時 間 までの遅延 を生 じてしまう恐れ

が ある。

合作事業DEMOSの 開発 したRELCOMネ ッ トワークは、現在 クルチ ャ トフ原子力研究所の所

有 になっているが、現在使 用中の ネッ トワー ク中最 も優れた最大級 のシステムのひ とつであると

専 門家 よ り評価 されている。

即時アクセ スで きるロシア最大の商用パケ ッ ト・スイ ッチング ・ネ ッ トワークは既 に開発 され

ている。 それ はX.25やX.75を サ ポー トしている国際ネ ットワーク と通用で きるもので、CCITT

の定 めた基準 にも一致 してい る。西側 ではIASNETと い う名 で知 られているALCATEL社 の設
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備 を使用 す るVNIIPAS社 は、 この ネ ッ トワー クを稼働 してい る。(IASNETと は 自動化 シ ステ

ム研 究所(IAS)の 略 で、VNIIPASは 、 英 文名 で あ れ ば、 全 ソ連 応 用 自動 化 システ ム研 究 所 と呼

ば れ てい る。)こ の ネ ッ トワー ク は約 百 本 の 回線 で ウ ィー ン、 ヘ ル シ ンキ、 ニ ュー ヨー ク、 ハ バ

ナ、ソフ ィア な どの都 市 に直 結 し、IASNET .を通 じて、お よ そ300の 他 の ネ ッ トワー ク にア ク セ ス

す る こ とが で きる。(こ れ らの ネ ッ トワー クは末尾 に リス トア ップ した。)

1984年 、VNIIPASとRADIO-AUSTRIAの 合 作事 業 が ス ター トして、ロ シアが外 国の ユ ーザ

ー やベ ンダー に デー タ を転 送 す る歴 史 も幕 を開 けた
。 以来 、 これ ら二 つ の機 関の 関係 は発 展 しつ

つ あ る。

1991年1月 まで、VNIIPASは 旧 ソ連 全 土 にお ける電気 通 信 を独 占 して いた、1991年 に至 って ロ

シア電 気通 信業 の市 場 は、 下 記 の合 弁事 業 が 結成 され る まで拡 大 した。

①SovAmTELEPORT(2aネ ジタ ノバ大 通 り、 モ ス ク ワ103009;TEL:229-9663、229-

3466;FAX:229-4121.創 設者:VNIIPASお よびSanFrancisco/MoscowTeleport社)

②1-CUBE-K(ロ シ ア、 オ ラ ンダ、 ドイ ツ合弁 企 業、 国 際情 報 ・研 究 ・出版 協 会 、84ベ ル ナ ド

ス キ一通 り、 モス ク ワ、TEL:436-0758、436-0288;FAX:434-6422.創 設 者:ソ 連 共産

党 中央委 員 会社会 科 学 ア カ デ ミー お よび、OmniInternationalHandelsgesellshaftmbH)

③INFOCOM(ロ シア、 フ ィ ンラ ン ド合 弁企 業、4ク ズ ネ ツ キー ・大 通 り、 モス ク ワ、103009;

TEL:925-4093、925-1235;FAX:200-3219.創 設 者:フ ィ ン ラ ン ド郵 政 電 信 管 理 局、

VNIIPAS、 モス ク ワ市 立 電話 ネ ッ トワー クお よび、FeximaOY&ElorgData)

④TELEINFORM(創 設者:オ デ ッサ 国立 大 学、VNIIPAS)。VNIIPASの 協賛 し統制 す る地 方

会社 は、 トビ リシ、 ドシ ャ ンベ 、 ロス トフ、 マ リュポ ール 、バ クー、 エ レバ ン、 ムル マ ンス ク、

ウ ラ ジオ ス トック、 ハ バ ロフ ス ク各 都 市 におい て設立 され て い る。

1991年 、 チ ェル ノ ゴロ ブ カにお け る、 旧 ソ連 科学 アカ デ ミー所 属 の科 学 技術 行為 及 び研 究 と社

会 独 創力 研究 セ ンター に基 を置 い て、VNIIPASは やが て 自分 の製 品 や 幅 広 い商 用 設備 、 パ ケ ッ

ト ・スイ ッチ、端 末 デ ー タ集 中器 な ど を世 に送 り出 し始 め た。

1991年 以来 、 下記 の事 業 団体 が ソ連 市 場 で活 躍 してい る。

① 米 国のPIEシ ス テム ・イ ンター ナ シ ョナ ル社 と共 同 出資 のPIENET合 弁事 業。この事 業 は米 国

のX.25に 準拠 した ス イ ッチ ング・デ バ イ ス に基 づ き、X.400に 準拠 す るネ ッ トワー クのゲ ー トウ

ェイ を用 いて、PIENETを 開発 した。据 付 と点検 を含 み、 パ ケ ッ ト・ス イ ッチの 所定 価格 は8

万 ドル で、 ユ ーザー 毎 にお よ そ2,500ド ル が請求 され て い る。

② 米 国 のSprintと の合 弁 で あ るSprint.NETWORKUSSRは 米 国 のTELENETの 設備 に基 づ

き、ロ シア市場 にお け るSprintNETの 発 展 を押 し進 め てい るが、この合作 事 業 の提供 す るサ ー

ビス は国際 基準 に達 して お らず ミ通 信 の 品質 は 中流 くらい で あ る との ユー ザー の レ ポー トが あ

る。

③ ロシア共和 国 商船省 所 属 のSOVPACNETWORK。 稼 働 す るネ ッ トワー クは5つ の ノー ド局

を持 ち、 いず れ も価 格 は2,900ド イ ツ マル クで、 スウ ェー デ ンへ 転送 した り、IASNETNET－
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WORKを 通 じた ゲ ー トウ ェイi接続 が可 能 で あ る。

④ モ ス ク ワ電 話 ネ ッ トワー ク製 品 協 会 と合作 す るモ ス ク ワ情 報 学電 子 学 セ ンター。 当セ ンター は

シー メ ンス社 の設備 を用 い、制 御 セ ンター と18の パ ケ ッ ト・スイ ッチ を持 つINFOTELNET-

WORKを 開発 、稼 働 して い る。

⑤ クル チ ャ トフ原 子 力研 究 所 のRELCOM。 当 シス テム は ひ とつ の サ ー ビス、即 ち、70の ユー ザ ー

を持 つ電 子 メー ル を、商 品 取 引所 とその ビジネス組 織 に提 供 して い る。

モ ス ク ワ商 業銀 行 は、 得 意 先 向 け の コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク を構 築 す る こ とを公式 に発 表

した。更 に1991年12月 、VNIIPAC、SOVTELECOM株 式会社 と旧 ソ連 中央銀 行 の三 者 は、中 央

銀 行 向 け にネ ッ トワー クを構 築 す る旨の議 定 書 を調 印 し、 この ネ ッ トワー ク はROSPACを 名 付

け られ 、 ロ シアの80の 都 市 を結 ぶ予 定 で あ る。省 庁 に よ る5乃 至6の パ ケ ッ ト・ス イ ッチ ング ・

ネ ッ トワー クが構 築 実 用 され てい る。その 中で、最 も著 名 なの は、本 来KGBと 国防省 の要求 に よ

り構 築 され たTSTOK-Kネ ッ トワー クで あ る。 この ネ ッ トワー ク は1991年 よ り民 間 か らもア ク

セ ス で きる よ うにな った が 、国産ES機 器 の技術 基 準 が劣 り、高価 なハ ー ドウ ェア、稼 働 中の国 内

や外 国 のネ ッ トワー ク と接続 利 用 で きない、 とユー ザ ーが指摘 して い る。 省 庁 の ネ ッ トワー ク は、

政府 か らの 資金 援助 欠 乏 、所 持 外貨 不 足 の た め、 設備 更 新 も困難 とな って い る こ とが広 く知 られ

て い る。

1990年 まで ココム規 制 の リス トに入 って いた 多数 の設 備、 お よび その予 備 部 品、 また合格 認 可

の ソ フ トウ ェアが 、輸 入 禁止 され て い た こ とも指摘 され なけれ ば な らな い。

通 信 の専 門家 の分析 に よれ ば、下 記 の通 り多数 の投資 者が 電子 通 信 業 に投 資 す る決意 を持 って

い る。

① ロ シア仲 買人 会社(RKBM)

② 商 品取 引 所連 合(3/4ノ ーバ ヤ プ ロ シチ ャ ド、 モ ス クワ101000;TEL:924-7862、248-

1742)

③ ロ シ ア電 報局(10ト ベ ル ス コイ ブー ルバ ー ド、モ ス クワ103009;TEL:229-7925、290-

3214)

④ ロ シ ア商 品及 び原 料取 引 所(3/4ノ ーバ ヤ プ ロ シチ ャ ド、総 合 技術 博 物 館、 入 口2、 モ ス

ク ワ103012;TEL:924-7530、262-8080、924-7862;FAX:262-5757)

⑤ 国際 情報 電 信 交換 局(IITE)(15チ ェル カス キー小 路 、事 務所216、 モ ス ク ワ103626;TEL二

927-0925、924-8351;FAX:230-2819)

⑥SOVTELECON株 式 会 社(7ト ベ ル ス カや大通 り、 モス ク ワ103375;TEL:292-7127)

そ の他 、 ロシア連 邦 中央 銀 行 、 クル チ ャ トフ原 子力研 究所 な どが あ る。
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1-2国 内市場 に おけ るオ ンライ ン ・デー タベ ース とその現状

(1)需 要

ロ シアの ユ ーザ ー は原 則 と して、 お よそ4 ,000種 の 西 側 デ ー タベ ー ス にア クセ ス で きる ほか 、

DIALOG、DATASTAR、LEXIS-NEXISな どのベ ンダー の提 供 す る1,000種 の デ ー タベ ー ス を

実際 に利 用 してい る。1992年 お いて は、 ル ー ブル の為 替 レー トの持 続 的 な低落 、 交換 可能 通 貨 の

不 足 に よ り、 ロ シアの ユ ーザ ー は これ らの サ ー ビス に対 す る利 用 が減 少 しよ う とす るで あ ろ う と、

専 門家 は予測 して い る。

ロ シアの ユ ーザ ー に対 す る現 行 料 金体 系 は、接続 時 間1時 間 毎 に30～40ル ー ブル あ るい は 国家

通 貨 交換 レー トに当た るルー ブ ルで 支払 っ てい る。

ロシア市場 にお いて大 きなニ ー ズの あ る外 国 のデ ー タベ ー ス は付 表1で リス トされ てい る。

外 国 の オ ン ライ ンデ ー タベ ー ス に対 す る需要 の構 成

金融経済情報

技 術

化学 ・生物化学

医 薬

特 許

生物学

分析抄録

その他

%

%

%

%

%

%

%

%

0

5

3

2

1

0

6

3

9
ム

ー

-
⊥

-
⊥

1

1
↓

-

近年、限 られた数で はあるがデータベースが、い くつかの国家機 関によって購入 された。

①ICSTI(国 際科学技術 情報 センター、21bク ウシネン大通 り、モスクワ125252;TEL:198r

9423:FAX:943-0089)

②原子力情報中央研究所

③農業情報研究所

これ らの情報 は国内市場で はルーブルで販売 されている。 データベース購入のための交換可能

通貨 は政府統制の下で配 分されているが、 この資金供給 は現在停止 されている。デー タは磁 気 テ

ープかCD-ROMに 貯 えられている。

ロシアのユーザに とっては残念 な ことに、上述の機関 において、1992年 には外国か らデータベ

ースを購入す る計画がな く、 また、 ポ ピュラーな外国の科学技術出版物、 とりわけ、化学分野 を

再契約する予定 もない との ことである。かつて1991年 まで、 このような情報は、国立の情報企業

がオ ンラインデータベースか印刷体 で交換可能通貨 によって購入 し、国内のユーザに印刷体でル

ーブルで販売 していたのである
。

科学アカデ ミー をはじめ多数の主な科学研究セ ンター、通信社、新聞社 などの有識者は、 この
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ような原因に よる情報不足状態の発生 についての心配 を語 っている。

(2)予 測

専門家お よび稼働中、 あるいは開発 中のネ ッ トワークの管理者 によ り、下記のサービスは1991

年 において提供 された通 り、引続 き1992年 において も提供 され ると見 られている。

① ロシアのオ ンラインデータベースへのアクセス

②電子メールへのアクセス

③ コンピュー タ会議及び ビデオ会議の組織企画

④電子データ転送 システム(EDI)お よびその商業情報交換 システム(EDIFACT)へ のアクセス

⑤VIDEOTEXTシ ステムな どへのアクセス

サー ビスの料金体系は、通常、 ルーブル もし くは ドルで支払われている。 これは画一的な もの

でな く、異 なるユーザ対象に適する よう、多様化の方向にあ る。

1992年 初頭 にお ける新たな会計法や税法の発効 は、情報サー ビスの価格水準、価格政策、国内

外ユーザに向 けた情報サー ビスな どに影響 を及 ぼす ことにな ろう。

ロシアのオ ンライ ン情報市場 は正 に今 日形成 し始め、緩やかに発展 している。 その根本原因 に

は次の三つが ある と考 えられる。

① 意欲のある投資家および彼 らの資本力の欠乏

②優秀 な専門家お よび管理 要員の不足

③ 長期間、通信 アクセスに対 して政府の規制があったこと

現在、 ロシアには次の ようなオ ンラインデータベースがあ り、IASNETSPRINT、 あるい は

SOVPACを 通 じて、 アクセスす ることができる。

① ロシア科学 アカデ ミー所属社会科学研究所(IRSS)の11種

② 国立科学技術図書館(SPSTB)の4種

③JVDIALOGの3種

④ 国際科学技術情報 セ ンター(ICSTI)の54種

⑤JVNOVA所 属のSOVECONデ ータベース。その中には毎 日の経済概況 を収録 してい る。

⑥INFOPROM協 会のLAKRASデ ータベース。 これ は旧ソ連 の塗料産業情報 を収録。

⑦ 科学 ・企業連合体(SOCIUM)の 、対外貿易従事企業のregistry-and-address情 報 データベー

ス

⑧SovAmTeleportお よびスク リフ ァソフスキー救急研究所 のZOVIデ ー タベース。有害物質 お

よびその中和法の情報 を収録。

⑨ 全 ソ連科学技術情報研究所(VINITI)の 化学産i業の品質の高いデータベース

また、次のデータベ ースにもアクセスする ことが可能である。

①POISK科 学研究 ・産業連合体
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② レーニ ン図書館

③ タス通信社

④MIR協 会

⑤SOYUZMEDINFORM科 学 ・産業連合体

⑥VNIKI

⑦ 全 ソ連翻訳 センター(旧 名称、新名称は不明)

⑧ ロシア国家統計委員会

⑨ 旧ノボースチ通信社

⑩ プラウダ編集部

⑪ イズベ スチヤ編集部

⑫ グル ジア共和国科学技術情報研究所(茶 の栽培 に関するデータベースあ り)

⑬ スポーツ研究所、 その他

タス社、SOYUZMEDINFORM科 学 ・産業連合体、JVDIALOG(SOVINFOLINK)の 提供

する情報製品は、西側市場 における販売 を望んでい るが、その具体的な売上高、外国ユーザ との

決済方法は好評 されていない。尚、いかにして高額 な税金か ら情報 プロデュサーの財政的 な利益

を保護す るのか も明かにされていない。

外 国の専 門家 は全 ソ連科学技術情報研 究所(VINITI－ 旧名 称)、ECOTASS、JVDIALOG

(SOVINFOLINK)、 レーニン図書館な どが開発 した ファク トグラフィックデータベースの良さ

を高 く評価 している。 しか し、その他 プロデューサーの開発 した データベースは、低料金制 を実

施 しているにもかかわ らず、厳格 に言 えば、 これ らのデータベー スの大多数 はデータベース とは

言 えない、 と専門家は指摘 してい る。 それ らのデータベースには構造 プログラ ミングのサポー ト

もな けれ ば、完備 したデータ更新の仕組 み もな く、収録 した情報 の多 くが適切な情報だ とは思わ

れていないのである。

前述の5つ の プロデ ュサーのデータベースを除 けば、他 のデータベースの情報 はロシア語 で提

供 されている。統計 を見 れば、 国内市場向 けのお よそ400程 の文献情報 データベース、250程 のフ

ァク トグラフィックデータベースがオ ンライ ンで提供 しているが、データベースの ある現地で し

かアクセスする ことがで きない。文献情報 に対す る需要 は非常 に少ない(オ ンラインデータベー

スの国内ユーザに対 して実施 している料金制 を末尾 に示 した)。1992年 末現在、全 ての情報製品は

国営企業 によ り生産 されたが、1991年 において、経済 ・ビジネス情報 は全 国情報製品総量 の7%

を占めていたことが判 った。

ロシアの専門家の予測 によれ ば、1992年 、ロシアの情報製 品の シェアは世界市場総量 の0.4%に

上 るであ ろうとの ことである。ロシアの情報プロデューサー機関 は2000年 まで この指数 を1.5%に

ア ップしようと図っている。その狙 いは、オンライ ンデータベースの潜在外 国ユーザ市場 を開拓
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する計画 に伴 い、外貨 を獲得 し、 それによってロシアの情報企業が外国か ら情報、ハー ドウェア

とソフ トウェアな どを購入す る際魅力 的な源泉 と見ていることにある、 と企業の責任者が言明 し

ている。

付表11ASNETに 接続で きる外国のネ ッ トワークリス ト

国 名 ネ ットワー ク名 ネ ッ トワーク ・コー ド

(ヨーロ ッパ)

オ ー ス トリア

ベ ル ギ ー

ブ ルガ リア

英 国

ハ ンガ リー

ドイ ツ

ギ リシ ャ

デ ンマ ー ク

ア イ ス ラ ン ド

スペ イ ン

イ タ リア

ル ク セ ンブル グ

オ ラ ンダ

ノル ウ ェー

ポル トガル

ロ シア

トル コ

フ ィ ン ラ ン ド

フラ ンス

ス ウ ェー デ ン

ス イ ス

ユ ー ゴ ス ラ ビア

(ア ジ ア)

バ ー レイ ン

フ ィ リ ッ ピン

香 港

イ ン ドネ シ ア

DATEX-P

DCS

BULPAK

IPSS

NEDIX

DATEX-P

HELLASLPAC

DATAPAC

ICEPAK

IBERPAC

ITAPAC

LUXPAC

DATANET

NORPAP

TELEPAC

IASNET

TURPAC

DATAPAC

TRANSPAC

DATAPAK

TELEPAC

YUPAC

IDAS

EASTNET

DATAPAK

SKDP

2

2

1

1

0

4

2

2

0

5

2

4

1

2

0

2

0

3

1

3

4

1

2

6

4

4

6

2

2

8

4

4

2

0

4

2

8

0

6

0

8

0

8

0

3

0

8

3

1

6

0

3

7

1

2

7

0

4

6

5

8

4

0

4

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4263

5156

4545

5105
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イスラエル

日本

韓国

マレーシア

シンガポール

台湾

アラブ首長 国連邦

イン ド

ISRANET

VENUS-P

DACOMNET

MAYPAC

PPSDN

PACNET

ENDAN

GPSS

4251

4401

4501

5021

5252

4872

4243

4042

(北米)

カナダ

米国

DATAPAK

GLOBEDAT

INFOGRAM

INFOSWITCH

TELENET

COMPUSERVE

MCIMAIL

TRTDATAPAK

TYMNET

3020

3025

3028

3029

3110

3132

3104

3119

3106

(ア フ リカ)

ガボ ン

コー トジボ アール

モ ー リタ リア

チ ュニ ジア

ジ ンバ ブ ェ

南 ア フ リカ

GABONPAC

SYSTRANPAC

MAURIDATA

RED25

ZIMNET

SAPONET

6282

6122

6170

6050

6482

6550

(南米)

アル ゼ ンチ ン

ブラ ジル

チ リ

コロ ン ビア

コスタ リカ

ア ンチ ール諸 島

ARPAC

INTERDATA

CHILIPAC

DAPAQ/EDX

RACSAPAC

DOMPAC

7222

7240

7303

7303

7122

3400
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メ キシ コTELEPAC3340

パ ナ マINTELPAQ7142

(豪州およびオセアニア)

豪 州,AUSTPAC5052

ニ ュー ジー ラ ン ドPACNET5301

付 表2ロ シ アの オ ンライ ン価 格 体 系

接 続 時 間1時 間毎 に平 均 料金 は70ル ー ブル 、1件 の料 金 は0.4ル ー ブル で あ る。

VINITIの 実 施 す る料 金 体 系 は 国家 科学 技 術委 員 会 の提 議 した もの で あ る。

デ ー タベ ー スユ ー ザ の暫 定 料金 制 で、 コ ンピ ュー タ情 報 セ ンターの提 供 した情報 サ ー ビス

料金制 で あ る(1986年7月1日 提 出)。

サ ー ビス形態 計 算単 位 料 金(ル ー ブル)

1.情 報 サ ンプル検 索 の準 備 と出 力

a)標 準 リクエ ス ト:

書誌 事 項1件 につ き0.10

抄録1抄 録 に つ き0.25

b)個 別 リクエ ス ト:

書 誌事 項1件 につ き0.15

抄録1抄 録 に つ き0.30

2.リ クエ ス トに基 づ く情 報遡 及検 索

a)バ ッチ処 理 モ ー ド

文献 デ ・一一タベ ー ス1件 につ き0.15

抄 録 デ ー タベ ー ス1件 につ き0.30

b)デ ー タベ ー スの レ コー ド数100,000件 迄 の フ ァイル に対 す るオ ンライ ン ・モ ー ド

文献 デ ー タベ ー ス1時 間毎 に20.00

抄 録 デ ー タベ ー ス1時 間毎 に30.00

検 索 の レ ビュー追加 料 金

文献 デ ー タベ ー ス1件 につ き0.10

抄 録 デ ー タベ ー ス1件 につ き0.20

3.原 報 コ ピー のオ ン ライ ンオ ー ダー

1件 につ きO.60

(補足 説 明)

1.デ ー タベ ー スの レ コー ド数が100,000ま で増加 す る と、追 加料 金 は固 定 され る。

文 献 デー タベ ー ス2ル ー ブ ル まで
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抄録データベース

2.夜 間 は25%の 料金割引があ る。

3ル ー ブル まで

INIONデ ータベースで遠隔地の端末か らの検 索な らば、1986年5月29日 にソ連国家科

学技術委員会認定 の 「自動情報 セ ンター提供 の特別サー ビス暫定料金制」 による料金は1

時間毎 に40ル ーブル となる。
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2.東 欧諸国における情報サー ビスのフ ァンダメンタルズ

2--1ネ ッ トワ ー ク の 現 状

1991年 にお い て、東 欧 旧社会 主 義諸 国の情 報 サ ー ビス ・ネ ッ トワー クに は次の よ うな ものが あ

る。

① ブル ガ リア

BULPAK:ブ ル ガ リア通 信 省所 管

② チ ェ コス ロバ キ ア

EUROTEL:プ ラハ 郵政 局 、 ブ ラケ ス ラバ郵 政 局 お よびATLANTICWESTB.V.社(BellA

tlantic提 携 会 社)の 合 弁企 業EUROTELPRAHA社 が運 営

③ ドイ ツ(旧 東独 地 域)

DATEX-P、DFN(INFONETの ノー ド)、GeneralElectric,CompuServe,GEOMAILな ど

④ ハ ンガ リー

DNIC2160:中 央郵 政 電報 省 所 管

⑤ ユ ー ゴス ラ ビア

DNIC2201:ス ロベ ニ アPTT所 管

これ らの ネ ッ トワー クは、 中央 ノー ド局 を もつBULPACKを 除 くと、 階 層構 造 に な って い な

い。1991年 、ポ ー ラ ン ド通 信省 はALCATELと い うハ ー ドウ ェアの も とで ネ ッ トワー ク を構 築 す

る計 画 を もってい た。 しか し、 その後 進展 して いな い よ うで あ る。

ブ ル ガ リア、 ハ ンガ リー 、 ユー ゴス ラ ビアな どにあ るネ ッ トワー クは、 主 に電 子 メー ル サー ビ

ス を提 供 して い る。

ル ー マ ニ ア、 アルバ ニ ア にはパ ケ ッ ト通信 網 は まだ で きて いな い。 ブル ガ リア、 チ ェコス ロバ

キ ア、ハ ンガ リー な どは、これ まで 旧 ソ連 製 のES統 合 システ ム を導入 して いた た め、西 側先 進 諸

国の デ ー タ通 信網 との接 続 が 不可 能 とな って い る。

こう した なか で、ブ ル ガ リア のCINTIネ ッ トワー クが、電 子 メー ル、コ ンピ ュー タ電 子 会議 シ

ス テ ム、 オ ンライ ン ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス に対 応 で きる もの として、1990年 に構 築 され た。

これ は東 欧 に おい て初 の商 業 ベ ー ス に よ る企業 化 で あ る といわれ て い る。

ネ ッ トワー ク につ い て、東 欧 旧社 会 主 義諸 国 に共通 して次 の こ とが い え る。 自国 の電 子産 業 が

未発 達 で あ る うえ、長 年 にわ た るモ ス ク ワか らの援助 、 指令 が ス トップ した た め、統 制 が とれ な

くな って い る。 経 済 的 に困 難 な状 態 に置 か れて い る こ と もあ り、 短 期 間で世 界 の トップ水準 に キ

ャ ッチ ア ップす る ことは難 しい とみ られ る。
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2-2商 用 デー タベ ース

東欧諸国のオ ンライン情報サー ビスはまだ極めて初歩の発展段階にあ り、各 国が代表的なベ ン

ダを有 し国際的な流通 をも くろむ まで には至 っていない。

データベ ースその もの も構築 レベルが低 い といわれてお り、今後 に問題点 を残 している。デー

タベース ・ディレク トリの整備 もこれか らで、今の ところデータベースに関する詳細 な情報 を得

るのが困難 である.が、 ここに、SovlnfoLink社 の協力 を得 て表1を 作成 した。 これか ら、現状 の

一端 を知 ることがで きる
。

表1の データベースは、それ ぞれの国の言葉で構築 され ている と推定 される。 デー タの収録件

数、年代の収録範囲については情報が ないが、東欧諸国においてはユーゴスラビア、ハ ンガ リー

が初期なが らデータベースの構築が進 んでいることが うかが える。

なお旧東 ドイツは旧西 ドイツ との合併の結果、基本的に旧西 ドイツにおける同水準のデータベ

ース ・サー ビスが受 けられ るようにな った
。 しか し、 旧東 ドイツで構築が行われていた といわれ

る社会主義文献 データベースな どが、新生 ドイツにおいて どうな'っているかは不明である。

表1東 欧諸 国の主な商用デー タペース

プ・デ・一サ1デ ータベース名i収 録内容1

ブ ル ガ リア,ハ ンガ リー,ユ ー ゴ

ス ラ ビア,ヤ ロ ス ラ プ ・セ ルニ 研

究 所

UDBB 都市汚水処理文献

ユーゴスラビア地震学研究所 YUPAKRefferalbatabank 地震学

ハ ンガ リー,EOTVOSLORAND

理 科 大 学

FOLDGSPDN

GEOTCSPDN

GRAVCSPDN

MADACSPDN

地球科学

地下探査地熱データ

引力データ

自然災害,気 象学

ハ ンガ リー ブダペス ト経済大学 ECOINFOCSPDN 環境保護,経 済,廃 棄物処理,外

国貿易,国 際金融など

ユ ー ゴ ス ラ ビア,マ リポ ー ル大 学 YUPAKWastemanagement

YUPAKChemicalWaste

環境保護,廃 棄物処理

化学廃棄物

ハ ンガ リー,国 立安全研究所 DCHECSPDN 毒性化学物質

ハ ンガリー,

KOPINT-DATORG

KMGCSPDN

SITCCSPDN

RESCSPDN

EASTCSPDN

OECDCSPDN

企業情報

輸出入データ

主要経済発展指標

東欧諸国の経済

OECD加 盟諸国の経済

NUSZI.ハ ン ガ リー MSZIDATACSPDN 農業生産,食 品産業
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3.中 南米諸国の情報インフラス トラクチャ

3-1中 南米諸国に於 けるコンピュータの利用状況

開発途上国の例 に もれず、中南米諸国で も、 コンピュータの利用は年 と共に多 くな り特 にパ ソ

コンの発達 に伴い広 く使用 され る様 にな っている。

国内産業育成政策 を とる国でパ ソコンの輸入を禁止 し国産化 を義務づける国がある一方、パ ソ

コンの利用は国内産業の発達 に不可欠である との考 えに基づ き、輸入 を奨励す る国 もある。

また輸出奨励制度及び西側諸国 より共産圏への禁輸政策 を利用 し、台湾産 のパ ソコンを現地 で

組立生産 し、 ソ連へ大量輸出 した企業 を育成 した国もある。

一般的 に
、 ソフ トウェア産業の開発 を希望す る国は多 く国家の機 関 としてソフ トウェア開発 あ

るいは訓練セ ンター を持つ ところが多い。

大型 コンピュータは大企業 、官庁及 び金融機関によ り活発 に利 用 されている、一般の企業が加

入出来 るようなネ ッ'トワー クは最近 ようや く、各国で運用 し始 めている、独 自のデータベースが

構築 され るまで、先進 国の既存 のデータベースを利用するしかないが、 このためには整備 された

適正価格 の国際通信回線が必要 とな り、個人あるいは中小企業の場合通信費 の コス トがか さみ利

用は困難であろう。

アルゼ ンチンの場合には大学間を結ぶネ ッ トワークが運用 されてお り、国内はパケ ッ ト通信 を

利用 し国外へのア クセスは米国のある大学 までの衛星通信の回線 を確保 して行 っている。

3-2中 南米諸国の通信事情

データ通信のためにはよ く整備 された公衆通信網が必要で あ り、 中南米諸国の電気通信網 は殆

どが国営の企業体 に依 って運営 されていたが、最近の2、3年 を通 じて電気通信分野 に大 きな変

化が生 じている。

中南米では各国の国有の電気通信企業体が資金調達面やサー ビス供給面で多 くの困難な問題 を

抱 えていることか ら、その救済処置 として民営化 と自由化 とい う2つ の施 策が進 められてい る。

事業運営、経営、施設の全部 または一部 を民間に移行す ることにより、資金調達能力の拡大 と

効率向上が はか られ るのが 目標 であ り、 チ リが民間資本導入の先陣 を切 った。 自由化 によ り民営

化の メ リッ トを生 かす方向で、競争導入 と規制緩和 を進 め、結果的 には当初 の計画 目標 を達 した

模範ケース と思われ る。

メキシコ、 アルゼンチ ン、ベネズエ ラ等民営化がすすんでい るが、サー ビスの向上面か らの結

果 は未だ現れていない。
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データベースサー ビス を行 う為 には、通信網 の整備 は不可欠で あ り、特 に先進国のデー タ網 に

アクセスする為の国際通信 回線 を適正価格で確保す ることが最 も重要であろう。

各 国の通信事情 は次の表に示 されるが、一般 に新 しい電話回線 を増設す るためには数年待たな

けれ ばならない様である。

表1中 南米諸国通信事情

電話機数 電話回線数 普及率P100人 自動化率 サービス待期間

(千台) (千Line) (%)

メ キ シ コ 9,584 4,702 4.55 100 6年

グ アテマラ 177 138 1.55 100

サ ルバ ドル 136 105 2.08 95

ホ ンジュラス 69 67 1.36 99

ニ カ ラグア 50 50 1.65 95

コ ス タ リ カ 410 257 8.96 99

パ ナ マ 242 197 8.5 100

キ ュ ー バ 537 353 3.4 97

ハ イ チ 50 40 0.72 100

ド ミニ カ 439 193 6.28

ジ ャマイカ 168 85 3.58 100

ス リナム 41 32 7.29 100

ガ イアナ 33 20 2.5 100

(仏)ギ ア ナ 33 25 29.58 100

コ ロ ンビア 2,498 2,070 6.72 87

ベ ネズエ ラ 1,749 1,458 7.77 100 8年
エクア ドル 355 305 3.17 83

ペ ル ー 735 525 2.27 92 8年

チ リー 954 782 4.89 98 8ケ 月

ボ リビア 182 159 2.54 95

ア ル ゼンチ ン 3,694 2,747 8.59 99 4年

ブ ラジル 13,905 9,082 6.29 99 2年

パ ラグアイ 112 94 2.3 96

ウル グアイ 482 345 11.69 95 3年

TV受 像機数 衛星局保有数 データ回線 TV方 式

(千台) 公衆 専用

メキシコ 9,490 2A 1,295 3,510 NTSC

グア テマラ 300 1A 15 51 NTSC

サ ル バ ドル 400 1A 1 21 NTSC

ホ ンジュラス 170 1A NTSC

ニ カラグア 200 1A 27 NTSC

コ ス タ リ カ 210 1A 453 NTSC

パ ナマ 360 2A 2 NTSC

キ ュー バ 3,450 1A 2 NTSC

ハ イチ 25 1A NTSC

ド ミニ カ 515 2A 89 NTSC

ジ ャマイカ 250 2A 108 115 NTSC

ス リナム 48 2A 16 NTSC

ガ イアナ 1B 21 NTSC

(仏)ギ アナ 1A

コ ロ ン ビ ア 3,000 1A 300 16,314 NTSC

ベ ネズエラ 2,500 2A 13,686 NTSC

エ クア ドル 700 1A 57 NTSC

ペ ル ー 1,701 2A 29 68 NTSC

チ リー 2,000 2A 381 1,120 NTSC

ボ リビア 500 1A 146 NTSC

アル ゼンチン 6,650 3A 1,664 7,900 PALN

ブ ラジル 2,600 3A 833 20,821 PAL-M

パ ラグアイ 880 1A 53 PAL・N

ウルグアイ 520 1B 69 PAL-N
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第4章 企業の国際展開

1.日 本 経 済 新 聞社 の 国 際展 開

2.KDD㈱ の 国際 展 開

3.QUICKの 国 際 展 開 につ いて

4.NTTグ ル ー プ の国 際展 開





1.日 本経済新聞社の国際展開

日本経済新聞社 は 「経済 を中心 に した総合情報機関」をめざ している。 その活動 は新聞製作、

販売、広告、出版、電波、電子情報 など多岐にわたる。 この活動の全般にわたって急速な国際化

を進 めている。中心 は 日、米、欧の三極 を結ぶ情報 の収集 と配信体制の確立にある。国際化の"先

兵"の 役割 を担 うデータバ ンク局 の活動 を通 じて 日経の国際展開の現状 をまとめてみた。

1-1情 報の提供

情報 の提供 を大 き く分 ける とオ ンライ ンとオフラインにな る。対話方式でのオ ンライン情報媒

体 としては①簡易検索型の サービスで ある日経 テ レコ ンと② 高付加価値 分析型 サー ビスであ る

NEEDS・TSの 二つがある。一方向でのオンライン ・サー ビスではNEEDS-BULKと 呼ぶ大量 デ

ータのオ ンライン送信 サー ビスがある。

オ フライン・サー ビスの代表的な ものには①MTに よる提供 と② コンピュー ターか らプ リン ト

した ものを提供す るハ ー ドコピー ・サー ビスがある。

以上 のサー ビスは さらに① 日経独 自での直接サービス と② 日経 以外のベ ンダー(情 報提供者)

を通 じた第三者提供 に分 けられる。

1--1-1独 自の媒 体 に よる提供

(1)日 経 テ レ コ ン

日経 テ レコ ンは80年 代 に始 ま ったパ ソ コン ・ブ ーム を に らんで 開発 した簡 易検 索 型 の情 報 サ ー

ビス。ユ ーザ ー に とって の利 用 コス トはNEEDS・TSの お よそ10分 の1。 日経 の電 子 メデ ィアの 中

核 を担 う商 品 で、 わ が 国内 外 を合 わ せ た ユーザ ー数 は92年3月 現在 、パ ッケー ジ数 で20,000を 超

え る。

1)英 文 テレコン

国内で 日経 テレコンのサー ビスを始 めたのは1984年4月 。 その2年 半後 に英語ヴ ァー ジョンを

発売 した。 まず簡単 につな ぐこ とがで きるTTY(無 手順)方 式でサー ビスを始 め、1年 後 には

NAPLPS(描 画北米標準仕様)方 式 を使 ってカラフルなグラフの出る 「英文 テレコンII」 を発売

した。

①TTY方 式

「日本情報 を世界 に向けて発信 する」 とのね らいで設計 した。 日本経済新聞、 日経産業新聞、

日経流通新聞、 日経金融新聞の 日経4紙 を土台に した 日経英文ニ ュース とマクロ経済、金融、証

券、商 品、産業、生活 に またが る数値 データを合 わせ記事、数値の総合サー ビスになっている。
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提供料金 は当初料金 と毎月の固定情報料 プラス接続料 とい う構成 になっている。最 も標準的な

価格 は当初料金100ド ル、月額固定情報料450ド ル、1分 当た りの接続料1ド ル。 その後スポ ッ ト

的に使 うライ ト・ユーザーのための 当初料金100ド ル、月額固定情報料10ド ル、1分 当た りの接続

料2.5ド ル とい う固定料金 を低 くした料金体系 を導入 した。

②NAPLPS方 式

TTY方 式の英文テレコンでは数値 データは日次 までで、取引 ご との価格 を表示す るテ ィック

(時々刻々)型 の情報 は扱 ってはいなかった。 だが英文テ レコン利用の中心的な担い手の一つは

金融 マーケッ ト関係者 で、 日経の開発 関係者の間か ら 「英文 テレコンにもテ ィック型情報 を載せ

た方が よい」との声が出て きた。一方で、TTYと い う制約 か らモ ノクロで星(*:ア スタ リスク)

しかでないグラフでは見劣 りする、 との声 も上がった。二つの要請 を同時に満 たす最 も手 っ とり

早 い方法は邦文 テレコン ・総合版 の英文 ヴ ァー ジョンを開発 するこ とだ った。

「総合版」は金融マーケ ッ ト関係者 を大 きなターゲ ットにした数値系 日経 テレコンの"決 定版"

ともいえるもの。株価 と外国為替 レー トのテ ィック型情報 を導入、GNPな どの ファンダメンタル

ズ(経 済の基礎的動向)情 報 も予測 を含めて充実 している。 日経4紙 を中心 にしたニ ュース と記

事検 索機能 も入 ってお り、 この英文版 なら国際的に も通用す る、 との期待が あった。

だが、海外のパ ソコン機種への ソフ ト対応が予想外に難 しく、思 ったほ ど普及 していない。

2)邦 文 テレコン

1984年4月 、「景気情報」と「投資情報 」の二 つのパ ッケージか らスター トした。景気情報 はGNP

や景気動向指数 といったマ クロ(経 済全体)デ ータが中心 で、企業や官庁 の経済分析者をターゲ

ッ トに したオンライン ・サー ビス。投資情報 は株価 と財務 データを中心 としたマーケッ トや ミク

ロ(企 業)の 分析者向けサー ビス。共 に日本経済新聞な どを作 るために記者 が刻々 と集めて くる

記事情報 も利用で きるようにな ってい る。高付加価値 サー ビスであ るNEEDS-TSが 数値 系 と

記事 系に分かれてサー ビスしたのに対 し、 日経 テレコンは当初か ら数値 ・記事総合 サー ビスをめ

ざ した。

その後、 日経4紙 のニュース と記事検索 を土台 にしなが ら、朝 日新聞、読 売新聞な どの 日経以

外の新聞 ・雑誌、東京商工 リサーチや帝 国データバ ンクの企業1青報、さ らには天気予報、ヘルス

チェ ック、 フライ ト情報 など幅広い生活関連情報 を集めた 「ニュース ・テレコン」が"ド ル箱"

商品 に育 った。数値系を中心に した商 品 も87年 に景気、投資、金融為替、商品の4パ ッケー ジを

統合 して 「総合版」を開発、記事系の 「ニ ュース・テレコン」、数値系の 「総合版」という"両 輪"

体制が整 った。一方では一般企業 向けの専門パ ッケージとして「経営情報」「産業 ・技術情報」「POS

情報」 も順調にユーザー数 をふや している。

海外ではニ ューヨー ク、 ロン ドンを中心 に、現地邦人が こうした邦文テ レコンを利用 してい る。

海外で人気が高 いのはテ レコン ・サー ビスの基礎 となっている日経 ニュース。特 に日経 テ レコン

を開発 した初期 には 「明 日の日経が今 日読める」のキャッチフレーズが利 いて金融関係の現地邦
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人の間 に急速 に浸透 し始 めた。 だが、 日本経済新聞の現地印刷体制が進 むつれてい くぶん 日経 テ

レコンの速報性 の強みが弱 まっている。

(2)TS

日経 テ レ コン と同 じ く大 型 の ホス トコ ン ピュー ター と端 末機 を通信 回 線 で結 び、 ホス トコ ン ピ

ュー ター上 の情 報 を共 同利 用 す るオ ンライ ン ・サー ビス。1972年10月 、 財務 ・株 価 を中心 に した

ミク ロ系の 「NEEDS-TS/1」(現 在 のNEEDS-COMPANY)を 発 売。73年10月 には経 済 ・産 業

デ ー タ と計量 モ デル予 測 を組 み合 わ せ た 「NEEDS-TS/II」(同NEEDS-ECONOMY)の マ ク

ロ系 サ ー ビス を開 始 した。 その後 「PORTFOLIO」(株 式 投資 分 析 シス テム)、 「1・0」(産 業 連 関

デ ー タバ ンク)、「ADB」(地 域 デー タバ ン ク)、「RADAR」(消 費 者 行動 デー タバ ンク)、「WORLD」

(世界経 済 デ ー タバ ンク)な ど次 々 と専 門情 報 を開発 、 サ ー ビス した。

NEEDS・TSが 日経 テ レ コ ン と違 うの は単 な る情 報 の検 索 だ けで な く、 分析 情 報 が 売 り物 だ と

い う点 。予 測 モ デ ル と予 測 情 報 を提 供 してい るの が端 的 な例 だが 、 分析 ソフ トの 中 にユ ーザ ー み

ず か らデー タ を加 工 、作 図 ・作表 を行 う と同時 に、季 節調 整、 最 小二 乗 法 な どに よる方程 式 の 推

定 、 方程 式 を束 ね た計量 モ デ ルの構 築 ・予 測 が で きる よ うにな っ てい る。従 って サー ビス料 金 は

日経 テ レコ ンに比 べか な り高 い。NEEDS-ECONOMYを 例 に とる と、当初 料金75万 円、月額 固

定 料 金30万 円(TS基 本 料 の5万 円 を含 む)の 他 、1シ ス テ ム秒 当 た り80円 、 ユー ザ ーが 自分 で 構

築 した デー タ用 フ ァイル利 用 料 と して10セ グ メ ン ト当た り6円 、 コ ネ ク ト料 と して1分 間40円

(1200bps)の 変 動 料金 を負 担 す る形 に な ってい る。

高額 サー ビス で あ る こ とと、 ソフ トの利 用 が やや難 解 で あ る こ とな どの 理 由で 、海 外 で の利 用

は あ ま り進 ん で い ない。

(3)BULK

1984年6月 にサー ビスを開始 したデータの一括伝送サー ビス。利用者側の情報 システム向 けに

大量のデータを供給する情報のホールセール(卸 売 り)サ ー ビスといえる。

海外では欧米 の金融証券関係の企業が有力な顧客。株式、債券、マクロデータな どを組 み合 わ

せて使 うと月間の利用料が百万円を大 きく上回 るのがほ とん どだが、金融 マーケ ッ トのグローバ

リゼーシ ョン(地 球規模 での国際化)の 中で東京マーケ ッ トの情報が金融情報 システムの必須情

報 にな りつつある。

(4)MT

NEEDS(NikkeiEconomicElectronicDatabankSystem)が70年9月 に ス ター トした と同

時 にサ ー ビス を始 め たの がMTに よ るデー タの提 供 だ った。 財 務 ・株 価 を中心 に した ミク ロ系 と

経 済 ・産 業 の マ ク ロ系 の 数 値 デ ー タ が 中心 だ が 、最 近 は企 業 プ ロ フ ィル や 人 事(日 経WHO'S

WHO)と い った定 性 情報 のMTに もニー ズが広 が って きて い る。
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過年度データをMT、 最新速報データはBULKと いった形で併用す るユーザーが多 く、海外 向

けはBULKユ ーザー同様、金融証券会社向けが多い。

(5)ハ ー ドコ ピー

MTと 同 じよ うに、NEEDSの 伝 統 的商 品 の一 つ。特定 企 業 の財 務 内容 を コ ン ピュー ターか ら特

定 の書 式 で打 ち 出 して提 供 す るのが 中心 的 なサ ー ビスに な って い る。

パ ソコ ンの普 及 とと もに紙 で は な くフ ロ ッピー の形 で の提 供 を求 め る声 が強 く、徐 々 に フ ロ ッ

ピー ・デ ィス クへの対 応 も進 めて い る。

海 外 か らの ハ ー ドコ ピー のニ ー ズ は ほ とん どが ス ポ ッ ト(一 時 的)需 要。

1-1-2ベ ンダ ー を通 じた提 供

(1)日 経英文ニ ュースの配信

日本経済新聞社 は海外向けに独 自の英文 ニュースを編集 してい る。 この土台 になっているのが

日紙4紙 だが、速報性 を必要 とする金融マーケ ッ ト関連のニ ュースは新聞 とは独立 に編集、配信

している。1980年 代の後半、金融 グローバ リゼーシ ョンとともに東京発の英文ニ ュース を金融 マ

ーケ ッ ト向け情報サー ビスに組 み入れたい とす る要請が相次いだ
。

最初 に実現 したのは米国ナイ ト・リッダー社向けの英文ニ ュース ・サー ビス。ナイ ト・リッダ

ー社 とは同社の金融マーケ ッ ト向けメディアである 「マネー ・セ ンター」の 日本国内での販売 と

情報の相互利用 を含む広範囲な提携 を結んでい る。 このほかブ リッジ、 ブル ンバーグな どのベ ン

ダー数社 を通 じて 日経の英文ニ ュースが世界 に流れ る仕組みにな っている。

(2)NEEDSデ ータの第三者提供

NEEDSビ ジネスを進めるに当たって大 きな役割 を果た したのは米 国DRI社 との提携である。

当時 の円城寺次郎社長 みずか らボス トン郊外の レキシン トンにあるDRI社 を訪ね、マクロ経済デ

ータの交換や 日経か らの研修生派遣 な どを内容 とする提携話を進 めた
。業務提携が成立 したのは

1972年10月 。中心 はお互いのデータを相手側の情報提供 システムを通 して販売す ることだった。

DRIは ハーバー ド大学 のオ ッ トー ・エ クスタイ ン教授が社長 とな り、仲間数人で1968年 にスタ

ー トした"ア カデ ミック ・ベ ンチャー"
。ペ ンシルベニア大教授だ ったL・R・ クライ ンの ワー ト

ンEFA、 クライ ンと挟 を分か って独立 したマイケル ・エバ ンス教授 のチ ェース ・エ コノメ トリッ

クス とともに経済予測 ビジネスの"御 三家"と いわれた。

日経 のマクロデータ とマ クロモデル は現在 で もDRIの 情報 シス テムを通 じて欧米 にサー ビス

している。DRIが これによって売 り上げた情報料 の大部分 は日経 に帰属す る ことになってい る。

(3)日 経 テ レ コンの ゲー トウ ェー

NEEDSデ ー タの第三 者提 供 は、日経 の デー タ をい った ん提携 先 の コ ン ピュー ター上 に構 築 、提
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携 先 の サー ビス ・シス テ ム で ア クセス で きる よう にす る もの だ った 。 これ に対 しゲ ー トウ ェー は

海 外 の提 携先 は エ ン ド ・ユ ーザ ー との仲 介 をす るだ けで、 ユ ーザ ー が実 際 に使 うの は 日経 の コ ン

ピュー タ ー にな る。'

ゲ ー トウ ェー す る対 象 は 「英文 テ レ コ ン1」 と呼 んで い るTTY方 式 の英文 テ レ コ ン。 ドイ ツ の

あ る新 聞社 が提 供 して い るオ ン ライ ン ・サー ビス向 け にゲー トウ ェー接続 して い る。

1--1--3世 界 を 結.S:NEEDS-一 一－NET

日経 の国際展 開を進 め る上で重要な役割 を果た している ものの一 つに 「NEEDS-NET」 が あ

る。わが国内外 を結ぶ通信 回線網 の ことで、85年8月 に日米間に専用回線 を開設 したのが国際展

開の始 まり。

85年11月 には東京 ロンドン間が開通。翌年6月 にはスイスへ延長、急速 に国際通信網 の整

備 を始 め た。現 在NEEDS・NETの ア クセ ス・ポイ ン ト(ノ ー ド)が あ るの はニ ュー ヨー ク、 ロ ン

ドン、 チ ュー リッ ヒの ほか ワシ ン トン、 ロスア ンゼ ルス、 香 港、 シ ンガ ポー ル。

NEEDS-NETは 一 方 でTYMNETな ど海 外VAN(付 加 価 値 通 信網)と の 接続 も進 めて い

る。 国 際展 開 を進 め る上 で の幹線 は 自前 のネ ッ トワー ク を張 り、 それ以 外 は各 地 域 のVANの ノ

ー ドを使 う、 とい うの が基 本 方 針。

1-2情 報 の収 集 ・加工

国際 展開の上 で 「情報 の提供」 は情報 の輸出に当たる。一方で情 報の輸入 に も力 を入れて きた。

輸入活動 を一言 でいえば 「情報の収集 ・加工」 とい うことになる。

1-2-1情 報 の 収 集

一般 的に海外 か らの情報 の収集方式 としては①現地で収集 した もの を直接 自前の コンピュータ

ーにイ ンプ ッ トする② ハー ドコピーで郵送 もしくはフ ァックス送信 して もらってインプ ットす る

③MTも し くはフロッピーで郵送 して もらいインプッ トする④ オ ンライ ンで入手 し、インプ ッ ト

するの4つ の方法 に分 けられる。 日本経済新聞社の場合、最 も多 いのは③ のMT入 力。次いで④

のオ ンライ ン入力 である。海外の情報 まで"自 前主義"で 臨むだけのゆ とりが なか った ことが主

な原因 といえる。今後 は情報収集面でのグローバ リゼー ション(現 地主義)を 進 めてい くにつれ

① の現地入力の ウェー トが高 まってい こう。以下、 ジャンル ごとに海外 データ収集の概要 をみて

い こう。

(1)マ クロ経済

72年10月 に米国DRI社 と提携、米 国経済データのMTを 月に1回 入手、この中か ら日本のユー

ザーに有用 と思われる1,000系 列程度 を選んで手 ごろなサイズに編集、「USCENT」 として提供 を
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開始 したのが最初。次いでIMF(国 際通貨基金)のIFS(国 際金融統計)をMTで 入手、USCENT

同様、NEEDS-TSで サー ビスした。

それ以降、世界銀行、OECD(経 済協力開発機構)な どの国際機 関のデータを順次 サー ビス、主

要 な国際経済データのデー タベース化 はほ とん ど終了 してい る。

国別 の経済 データベース としては87年 に構築 した中国経済 データバ ンクがユニーク。中国国家

統計局の下部機 関であるCSICSC(中 国統計信息杏詞服務 中心)と タイアップ して中国の主要 な統

計書 をフロッピー もしくはMTで 入手、この中か ら注 目度の高い と思われる約20,000系 列を選ん

でメンテナンスしてい る。中国の経済 デー タベ ース とともに中国のマクロ計量 モデルの共同開発

(委員長字溝弘文新潟大学教授)も 進 めてい る。

(2)金 融 マーケ ット

1971年1月 に英国の ロイター社 と業務提携 を結 び、同社の世界の株価 「CUSTOMPRICE」 の日

本 での提供 を始めたのが金融マーケッ ト・データ導入の草分 け的な仕事。 その後、株価関係 の速

報的な業務は同年8月 に発足 した 「QUICK」 社 に引 き継がれてい く。

日次ベースの株価 は、米国・カナダについてはTELEKURS社 、欧州についてはEXSHARE社

か ら入手、 日経の コンピューター上でメ ンテナ ンス している。

世界各国の金利、外為、債券 な どの主要な動 きは海外特派員が ファックス送信 した もの をコン

ピューターにインプ ッ ト、独 自のデータベース としてサー ビス している。

米国の金利、外為 などの詳細 な日次データについては別途、米国のDRIと シテ ィバ ンクか らオ

ンライ ンで入手、提供 している。

(3)企 業情 報

1970年5月 、米 国S&P社 と業 務提 携 を結 ん だ こ とが 海 外財 務 デ ー タ導入 の始 ま り。欧 州 につい

て はEXTEL社 を通 じMTベ ー スで 財 務 デー タ と企 業 プ ロ フ ィル を導入 、メ ンテ して い る。これ

に よ ってS&P・COMPUSTAT-EXTEL・EXSTAT・ 日経 ・NEEDSの 三極 財 務 デー タの提 供 が

可 能 に な った。

企業 の所 在地 、従 業員 数 、役 員 な どの プ ロ フ ィル を紹 介 す る企業 基 本 フ ァイ ル につ いて は東 南

ア ジアで 自力 開発 を進 めて い る。 この対 象 は韓 国、 台湾 、 香港 、 シ ンガ ポー ル の"フ ォア ・タ イ

ガー"の 他 、 タ イ、 フ ィ リピ ン、 イ ン ドネ シア、 マ レー シ ア、 中国 な ど。

(4)ニ ュー ス

84年7月 、米 国 の ミー ド・デー タ ・セ ン トラル と英 文記 事 情 報 サ ー ビス で あ る 「NEXIS」 の国

内総代 理店 契約 を結 び、海 外 ニ ュー スの オ ンラ イ ン導入 に も力 を入れ 始 め た。NEXISは 米 国 のニ

ュー ヨー ク ・タイ ムズ、 英 国 の フ ィナ ンシ ャル ・タ イム ズ とい った新 聞 の他 、 フ ォー ブ ス な どの

雑 誌、 ニ ュー ズ レター な ど英文 記 事 の総 合 的 な フ ァイル に な ってい る。
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同年9月 に は、NEXISで は入手 で きな い ウ ォール ・ス トリー ト・ジ ャー ナル の全 文検 索 が可 能

な 「ダ ウ ・ジ ョー ンズ ニ ュー ス ・ア ン ド ・ソ トリーバル」(DJN/R)の サー ビス を開 始 した 。

欧 州 の文 章 情 報 と して は85年3月 か ら英 国 ロイ ター 社 が 提 供 す る大 型 記 事 検 索 サ ー ビス 、

「TEXTLINE」 をサ ー ビス して い る。

次 の ター ゲ ッ トと して重 視 して い る の は東 南 ア ジ ア ・ニ ュー ス。 中 国 に つ い て は 中 国 国 内 の

200～300の 新 聞 か ら毎 週約60本 の重 要 記事 を選択 、 日経 ニ ュー ス ・テ レコ ンを通 じて提供 して い

る。

(5)そ の他

その他 の海外情報で当面重視 しているのは新製品、技術 な どの情報だ。米国の情報 では新製品

関係ではプレデ ィキャス ト情報、特許関係では ミー ド・データ ・セ ン トラルの 「LEXPAT」 をサ

ー ビス している。

産業関係の数値 データで は、米国の産業別 データを自前で開発 し、 メンテす る体制 を整 えた。

1--2--2情 報 の 加 工

(1)ニ ュー ヨーク、 ロン ドンでの コンピューター処理

日本経済新聞社 の事業が急 ピッチで国際化す るにつれ、情報処理 の面で も現地化が大 きな課題

になって きた。

最初 に着手 したのがニュー ヨーク。87年 秋 に小型 コンピュー ターを設置、 システム ・センター

をスター トさせた。次いで ロン ドンにも同様 のシステム ・セ ンター を開設 した。

システム ・セ ンターは日経の情報輸出入の中継基地の役割 を担 っている。

表1地 域別 ・分野別情 報収集状況

地域

情報内容
北 米 西 欧

東 南

アジア
中 国

ソ 連
●

東 欧
その他

マ クロ経済 ◎ ○ △ ○ △ △

金融 マーケ ッ ト ◎ O ○ × × ×

企業情報 ◎ ○ O ○ × ×

ニ ュ ー ス ○ ○ ○ △ △ △

その他(※) △ △ △ △ × ×

※その他=産 業 ・技術 ・生 活 ・政治 ・社 会専
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(2)海 外での情報の入力

情報 ビジネスを展開する上で情報の入力 コス トはばかにな らない。 この面でのコス ト削減策 と

して海外での大量情報の入力 を実施 している。

中心は中国。漢字文化 に慢 じんでい るの と、労働 へのモ ラールが高い こともあって、国内処理

と遜色のない品質 を確保 しなが らコス トを大幅 に削減す ることに成功 している。資料 の輸送 コス

トな ども含めて考 えると、入力 コス トは日本 国内のおよそ3分 の1。 ただ、輸送 に時間がかかる

のでスピー ドを要する処理 には向かない。
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2.KDD㈱ の 国 際展 開

2-1国 際通信事業者 としての使命

KDDは 、昭和28年 の設立 当初 か ら、常 に日本 を代表 する国際通信企業 として、世界的 に信頼 度

の高いサー ビスの提供、高い技術 レベ ルの維持促進に努めるとい う公共 的使命 を担 っている。

ボーダレス時代の今 日、人 ・物 ・金 の動 きが地球規模 の移動を呈 し、企業 ・個人 を問わず、政

治 ・経済 ・社会 ・文化 の全 ての分野がグローバル化 されつつある昨今 において も、 この基本的使

命 に変わ りはない。 さらには、電気通信法制 の非規制化 ・自由化 による競争政策の促進の下で通

信事業者の事業環境は、め まぐるしい変化 を遂 げつつあるが、儲か る事業のみに遇進ず るのでは

な く、社会貢献 に結びつ くような研究開発 の促進、技術 ・サー ビスの拡充等、グローバル時代 に

即応 した通信 インフラス トラクチャーの整備 ・拡充を通 じて、公共的使命 に答 えてい くことは、

今後 ともKDD事 業活動の基本である。

2-2ネ ッ トワークの拡充 と技術開発

現在KDDは 、国際電話、国際高速 データ、国際ISDN等 各種 のサー ビス・メニ ュー を提供 して

いるが、いずれ も高速度 ・高品質 の回線 により提供 されている。通信事業は情報 をいかに速 く、

世界各地へ送受するか とい うこ とが重要であ り、 その意味では広 くて安全な高速道路 をいかに張

りめ ぐらすか とい う点で道路事業 に似ている。

日本経済の グローバル化 を円滑 にバ ックア ップさせるためには、通信手段 の確保 ・拡大は重要

な課題 であ り、回線需要を見越 した早期設備投資が必要である。従来、大型投資は10年 サイクル

で行 って きたが、最近ではそのサイクルが縮 まってお り、年間の投資額 も500億 円程度か ら700億

円(平 成4年 度は、740億 円)に まで増大 しつつある。

現在KDDが 取組 んでいる大容量伝送路 は第四次太平洋横断光 ケーブル(TPC-4)で あるが、本

年10月 の完成 を目差 している。さらに、1995～6年 完成 目途のTPC5の 準備 に も入 っている。ま

た、アジアNIES各 国 との交流が急速 に活発化 してお り、 これ ら諸国 との通信パイプ拡充は急務

である。このため東南 アジア諸国 に向けたAPC光 ケーブル等の準備 も進 め られている。今後の光

海底ケーブル敷設計画が目白押 しであ ることか ら、KDDは 本年2月 、最新のケーブル敷設・修理

船 「KDDオ ーシャンリンク」号(総 トン数1万 トン、現用のKDD丸 の約3倍)を 竣工 した(図

1参 照)。

こうしたネ ッ トワー クの拡充等 には、様々な技術革新の裏付 けによ り構築 されてい くが、 それ

ら技術 革新 はただ持 っていて効果のある ものだけ頂いてい くとい うのではな く、 自らが新 しい技

術 を開発 し、それ を取 り入れてい くとい う企業努力が必要である。KDDは 、1.3ミ クロンの半導
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体 レーザーを世界で最初 に開発 したの を始め、光海底 ケーブル関連技術、画像通信関連技術、マ

ルチメデ ィア通信関連技術、ISDN関 連技術、知的通信関連技術(人 工知能 を活用 したマンマ シン

技術)等 で各種 の特許 を取得 してい る。 これ らの技術成果は、海外市場の開拓、各国通信事業者

との連携、国際標準化 の推進等各方面 で貢献 してい る。例 えば、KDDが 開発 したG3フ ァックス

は、その特許 を公開 しCCITTの 場で世界標準 とすべ く働 きか けたため、現在で は世界標準 とし

図1太 平洋減光海底ケーブル網(建 設中または計画中の光ケーブルを含む/1991年5月 現在)

… ⊂　 藩 　『 鑑 識

灘議

.獲

KDDが 参画(予 定 を含 む)し ている主 な海底ケーブル建設計画(1991年5月 現在)

F「..."∵'ケ デブル名 1■

・ 陸 揚 、・地'. 回線数(注) 運用開始予定年

TP巳 一4(第4太 平洋横断ケーブル) 千倉(千葉県)、米国本土、カナタ 千倉 ～米 国 本土7.560
千倉 ～カナ ダ7.560

米国 本土 ～ カナタ7.560

1992

TPO-5(第5太 平洋横断ケーブル) ≡本 、米 国本 土 、ハ ワイ、グアム 日本 ～米 国 本土120.960

米国 本土 ～ ハワイ120.960

ハ ワイ～ グアム120,960

グアム～ 日本120.960

1995～

1997/|998

HAW-5(第5八 ワイケ ーフル) サンルイスオビス六{米国本二Lケワウラいワイ} 米国本土～ハワイ15.120 |993

PacRimEast タカ フナ 仁ユー・ジーランド)、ケワウラ(ハワイ} ニュー ・ジ ーランド～ 八ワイ7 .560 1993

PacRimWest シドニー(オ ー ストラリア)、デデ ド(ク ァム) τ一 ストラリア～ グアム7.560 1994

TAsMAN-2 シドニー(オ ー ストラリア)、ウェヌアパ イ(ニ

ュー ・ジー ランド)

オー ストラリア～

ニュー ・ジーランド1ε.120
1991

APC 宮崎 、三 浦(神 奈 川県)、 頚城(台 湾)、香 港 、

クァンタン(マ レイシア)、シンガポー ル

宮 崎～台 湾 フ
宮 崎～シ ンガポール7
宮 崎～三 浦7
三涌 ～香 港7
台湾 ～マ レイシア フ
香港 一シンガポ ール7
マレイシア～シンガポー ル フ

560
560

560
560

560
560
560

lS93

AOFSCNケ ーブル
(アセアン光海底ケーブル網)

.

B-S ブルネイ、シ ンガポ ール ブルネイ～シンガポール7.560 旧91

KTN-KK クアンタン(マレイシア)、コタキナバル(マレ
イシア)

クァンタン～ コタキナバル5.760 1932

B-M-P ブルネイ、コタキナバル(マ レイシア)、バタン

ガ ス(フ ィリピン)
ブルネイ～ マレイシア7.560
マ レイシア ～フィリピン7.560

フィリピン～ ブルネイ7.560

1992

日中間光海底ケーフル 宮 崎 、南 渥(中 国) ヨ本 ～中 国 最 大7.560 1993

TAT-9(第9大 西洋横断ケーフル) 米国 、カナダ 、英国 、フランズ、スペ イン 欧米間|5,120 1991

TAT-10(第10大 西洋 横断 ケー フル) 米国 、ドイツ 、オランダ 米 国～ ドイツ22.680

ドイツ～ オランダ22.680

|992

TAT-11(第11大 西洋 横断 ケー ブル) 米 国 、英国 、フラ ンス 米 国～ 英 国15.120

米 国～ フランス7.560

1993

TAT-12(第12大 西洋横 断 ケー ブル) 米 国 、英国 、フランス 米 国～ 英 国 ε0.480

英 国～ フランス ε0,480

1995

ＴAT-13(第13大 西洋 横断 ケーフ ル) 米 国 、フランス 米国～フランス60,480 |996

(注)殴8†呑口(64KbOS電8舌 回線換算)
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て各 国で利 用 され て い る。 また 、先 のTPC-3光 ケ ー ブル におい て も、外 国側 との技術 仕 様 が 異

な って いて も、 正 し くイ ン ター フ ェイ スが とれ るよ う米 国AT&Tと の3年 間 に わ た る長 期 共 同

研 究 を経 て完 成 させ 、 グ ローバ ル な イ ンテ リジ ェ ン ト ・ネ ッ トワー クの 提供 を可能 とさせ て い る。

2-3日 本企業のグ ローバル化 とサポー ト体制の強化

日本企業の海外進出、グローバ リゼーシ ョンの活発化に伴い、 これ ら各企業の企業内通信 シス

テムを如何 に構 築 ・保持 してい くかが重要な課題 となってきてい る。個々の企業 に とって、 どの

ようなにネ ッ トワークの構築が最 も効率的か、 どういうシステム作 りが使 い勝手が よいか、現地

側の事情 は どうか等 についてコンサルテ ィングを した り、システム構築の手伝 いをす る等 サポー

ト体制の強化が今後 ます ます必要 とされてい る。

KDDで は、 こうした国際間企業通信 ネ ッ トワーク構築を総合 的にサ ポー トするサー ビス とし

てKDD-PLANS(プ ライベー ト・リンク ・ア ドバ ンス ト・ネ ッ トワーク ・サポー ト)を 提供 して

お り、 お客 さまの要望 に応 じてマルチベ ンダ型サービスの構築が可能である(図2参 照)。 このサ

ー ビスには、KDDが あらか じめ用意 した通信 システムを利用 して 日本一米国一英 国間の トライ

アングルネ ッ トとして直 ちに使 えるレディーメイ ド型の「Port-PLAN」 、お客 さ まの要望 に基づ い

て専用 のネ ッ トワー クを構築するオーダーメイ ド型 「System・PLAN」 、お客 さまの通信 システム

を預 か り、運用 ・保守 を行 うハ ウジングサー ビス 「PLAN-H」 、お客 さま自身でネ ットワー クを構

築す る際 にKDDの ノウハ ウや技術等 を生か し、最適なネッ トワークづ くりをサポー トするエ ン

ジニア リングサー ビス 「PLAN-E」 、お客 さま自身が構築 した通信 ネ ットワー クの監視 ・運用 ・保

守 を代行す るマネジメン トサー ビス 「PLAN・M」 等幅広いメニ ューを取 り揃 え、高品質 ・高信頼

性の下に簡便 かつ安価 に企業通信 をエ ン ドツーエ ン ドで提供 している。

図2新 しいKDDの 対応PLANSサ ー ビス

・ネ ッ トワ ー ク

マ ネ ー ジ ノ ン ト

サ ー ビ ス
'ハ ウ ジ ン グサ ー ビ ス

・シ ス テ ム プ ラ ン

サ ー ビス

・ポ ー トプ ラ ン

サ ー ビ ス

Port-PLANの 中核となる

通信システム

一63一



これら企業向 けの各種通信サー ビスは、 日本側(KDD側)だ けではな く、海外側か らもサポー

トで きる体制が必要である。 このため海外友好 キャ リア とのアライアンスを組 んだサポー ト体制

の拡充や、新サー ビスの開拓等、企業 の利用方法 を深 く研究 し、 より実際 に即 した最適 サー ビス

の提供 に努 めてい る。 さらに海外サポー ト体制 として、国際テレコメッ ト、 テ レハ ウス ・イ ンタ

ーナ ショナル等のKDDグ ループ企業やKDD現 地 法人
、主要拠点 に点在す る海外事務所等 によ

り多角的なサポー ト体制が ひかれている。 テレハ ウスは、海外(ロ ン ドン、 ニ ュー ヨーク)に コ

ンピュータ等の通信 ・情報設備 を収容す るインテ リジェン トビルを建 て、賃貸 ・設備 の運用から

保守 ・ネ ッ トワー クの管理や コンサルティングまでの トータル ・サー ビスを提供す るもので好評

を得てい る。 また通信 ・情報機器の販売 ・保守等、海外 における通信の足 まわ りをサポー トする

部隊 として国際テ レコメ ッ トが活躍 している(図3参 照)。

図3KDDの 海外サポー ト体制

●OverseasSubsid直 η

●Overseas◎ 賄ce

●Office

櫓Interr喝 緬cna}

1dec◎rnmLＬnicatic}nsCenter

都CableLヨndingStatbn

●Sate‖iteCornrnu剤cationsCenter

デahi監 、,ふNi"。miya
、

Pauto

Aires

海 外 現 地 法 人

・KDDAmericaJnc .

・KDDBelgiumS .A./N.A.

・KDDUKLtd .

・KDDDusseldorf－

・TELEHOUSEIntemational

CorporationofAmerica.

・TELEHOUSEinternational

CorporationofEuropeLtd.

国際テレコメッ ト株式会社

ニユーヨーク

ロスアンゼルス

サンフランシスコ

シカゴ

ロンドン

デュッセル ドルフ

シンガポール

香港

北京

海外事務所
ワシントン事務所

ジュネーブ事務所
パ リ事務所

ローマ事務所

マドリード事務所

シンガポール事務所

クアラルンプール事務
バンコック事務所

ソウル事務所

北京事務所
上海事務所

ジャカルタ事務所

台北事務所

カイロ事務所

シドニー事務所

サン・パウロ事務所
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海外への進出企業 に とって、現地の通信事情 を把握する ことは極 めて重要であ り、特 に進 出企

業の集 中度が高い東南 アジア地域 についての問い合せが多い。 これ ら地域の通信事情 は欧米先進

国 と異 な り、首都圏でさえもいろいろ問題 を抱えているところもある。特 に工業団地等 に進 出す

る際 は、通信等 インフラ状況、機材調達状況、端末機器認定状況等、事前 に把握 してお く必要が

ある(表1参 照)。

KDDの 海外拠点で は、 こうしたニーズにも迅速 に対処すべ くサポー ト体制 を強化 している。

表1ア ジアの通信事情

(◎:良好,○:普 通,△:問 題有,x:困 難または悪い)

項 目 フ ィ リ ピ ン タイ 香 港 台湾 韓国 シ ンガ ポ ー ル マ レー シア イン ドネシア イ ン ド

電2舌 ×

市内△

△

市内

◎ ○ ○ ◎ △

市内

×

市内△

X

専用回線設定 市内△

のみ

△

市内

のみ

◎ △

市内

のみ

○

市内

◎ △

市内のみ

△

市内のみ

×

市内の

み△

ISDN

他 サ ー ビス

× × ×

あ り

× × ◎ △ X ×

品質

技術水準

×

△

X

X

◎

○

△

○

○

○

○

○

△

×

×

『×

×

X

公事接続 △ × ○ X × ○ × × ×

機材調達

アプルーパル

○

○

×

△

◎

○

△

○

△

○

○

○

△

○

×

○

X

O

社会環境

電源等

△

×

O

△

○

○

○

○

△

○

◎

○

△

△

△

×

△

×

TDF関 連

その他

○ △ ○ △ △ ○ △ △ △

2-4国 際協力の上 に成 り立つ国際通信

国際通信 は、国内通信 と異 な り、各国の国内お よび国際電気通信設備 を利用 し合 うことによっ

て行 なわれる ものであ り、国際協力 とい う基本条件 の上 に成 り立 っている。 すなわち、

①国際通信 は相手国の通信運営体 と共同で行 う事業であるため、国際協調 ・国際協力が不可欠

で ある。

② 円滑な通信の疎通 のためには、設備 ・技術 ・運用等の面において、相互に同等の水準 を維持

す ることが必要である。

③開発途上 国への技術移転 は、 その国の発展に寄与す るのみな らず、 ひいてはわが国 との通信

を改善 し、 お客様 によ りよいサー ビス を提供す ることにつなが る。

換言すれば、各国の電気通信 システムを相互に接続 して通信 を行 うためには、技術 ・運用面の

標準化が必須 であ り、各国の協調 ・協力の精神がなければ標準化 を成 し得ず国際通信 の発展 もな
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い。 また双方の設備 ・技術 ・運用等の レベルが異 なる場合、提供 される通信 サー ビスの品質 は低

い方のレベルで定 まって しまい、安定 したサー ビスの提供が困難 となる。 したが って途上 国への

国際協力は、KDDの 提供 するサー ビスの品質 に直接関わって くる もので あ り、国際通信運営上か

らも重要な もので ある。

KDDの 国際協力 は、開発途上 国の人材を育成 する"人 づ くり"へ の協力のほか、電気通信網の

構築 ・改善 にかかわるコンサルテー シ ョン等 を実施 しているが、平成2年 度 の主な実績 は次の と

お りである。

・研修員の受 け入れ:44か 国93名
。

・専門家の派遣:17か 国26名
。

・社員交流:14事 業者39名 受入れ
、17名 派遣。

・コンサルティング:イ ンドネシア光海底 ケーブル建設
、モ ンゴル国際通信設備拡充計画、 フ

ィリピン海事通信網拡充計画等。

・機械供与:モ ンゴル ・マレーシア ・ベ トナムへの設備貸与等。

地球規模 での電気通信 サー ビス を安定 的に促進 させて い くた めには、対先進 国事 業者 との競

争 ・連携 をいかに進 めてい くか という課題がある と同時 に、通信事情 の悪い旧ソ連 、東欧、南米、

ベ トナム、 インド、アフ リカ等 との通信 を どの ように改善 してい くか とい う課題 も抱 えている。

こうした諸問題 を公共的使命 をバ ックにKDD事 業 目標 と合致 させなが ら会社へ貢献 してい くこ

とがKDDの 国際事業展開であ ると換 言できる。

図4

研修員の受け入れ

専門家派遣

青年海外協力隊

技術協力覚書

集団研修(JICA)

個別 研修(JICA、ATP等)

長期専門家(JICA、ITU等)

短期専門家(JICA、ATP、JTEC等)
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集団研修員の地域別受け入れ人数

一 オセアニア他

ぱ9

アフリカ

専門家等の地域別派遣状況

地 域 . 58年 度 59年 度 60年 度 61年 度162年度163鞭

ア ジ ア 34 22 20 26 24 20

中 南 米 10 10 7 8 3 11

中 近 東 1113 3 4 5 5

ア フ リ カ 7

|

10 H 10 12112
オ セアニア 4 2 2 2 3 1

そ の 他 ・1・ 0 4 0 0

年度馴合言+166 47 43 54 54 47
1

*1青 年海外協力隊を含む。

*2同 一人を複数地域へ派遣 した場合は、それぞ

れの地域で数を計上。



3.QUlCKの 国 際展 開 に つ い て

3-1は じめ に

株式会社QUICKは 証券・金融・経済情報 をオンライ ンリアルタ イムで24時 間休 まず提供するわ

が国の代表的な情報ベ ンダーである。1971年(昭 和46年)に 日本経済新聞社 を中心 に証券 ・銀行・

コンピューターメーカーな どの共同出資 によ り 「株式会社市況情報 センター」 として設立 された。

当初 は国内の証券市況情報 を中心 にいわぼ 「株価情報 センター」的な仕事 を主たる業務 としてい

た。こういった背景 もあ って1980年 代 前半 までのQUICKの 国際展開 といえば、全社的 とい うより

は営業 ・情報 ・ネ ッ トワークの各部門が、 それぞれの立場で端末の拡販、海外情報の収集、海外

ネ ッ トワー クの拡充 などの業務 を推進す るとい うものだった。

しか し当時の海外 の主要な証券 ・金融市場では、 日本企業によるCB(転 換社債)、WB(ワ ラ

ン ト付社債)の 発行増加や、 日本 国債 ・日本株 の売買増加、金融先物市場 にお ける日本国債先物、

日経平均及びTOPIX先 物 ・オプションの上場の動 きがあ り、広 い意味 で日本物 についての情報ニ

ーズが急速 に高 まりつつ あった
。

その一方で 日本国内のユーザーの中か らも投資 ・運用手段の多様化 ・国際化が進 むにつれ、海

外情報の一層の充実 を求 める声が年々強 くなっていった。

このような内外 の環境変化や情報 ニーズに応 えてい くのが創立 当初 か らのQUICKの システム

の使命であ り、QUICKの 企業責任で もあった。 「巨人」といわれるロイターやテレレー トな ど日

本情報の取 り入れに積極的 な海外競合ベ ンダーの動 きに対抗 し、 そ して海外情報の充実 を図 るた

めにも本格的な国際展開 は避 けられない経営課題 となった。 こうしてQUICKは 海外の主要 な金

融市場 にQUICKの 拠点 を次々 と設 けてい くことにな った。

3-2営 業 ・サ ー ビス

1)三 極サー ビス体制の確立

1985年 、QUICK社 内 で は総合 企 画 ・情報 企 画 ・情 報 管 理 ・営業 ・ネ ッ トワー ク ・運 用 各部 担 当

者 に よる会合 が何 度 とな く開 かれ た。QUICKの 総 合 的 な国 際戦 略 につ い て計 画 を ま とめ よ う と

い う ものだ った。そ の討 議 の 中 か ら内外 のニ ーズ に応 え るた め に英 文|青報 サー ビス「QUICK-10E」

の開発 、 ロ ン ドンでの情 報 収集 シス テ ム(イ ンタ フ ェー ス接 続 シス テム)の 設置 、 そ して東京 ・

ロン ドン ・ニ ュー ヨー クの三極 コン ピ ュー ターセ ンター構 築 とい ったQUICKの 国際 展 開 の骨 格

が固 ま った。

まず ロ ン ドンの コ ンピ ュー ター セ ン ター(略 称:LCC)が1989年3月1日 に稼 働 した。LCCの
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役割 は① それ まで は直接 、東 京 の コン ピューター セ ンター とつ な げて運用 して いた欧 州 の

QUICK端 末(主 として ビデオー1)の 接続、②欧米向け新情報 システムQUICK-10Eの サー ビス

の展開、 にあった。

続 いてニ ュー ヨー クの コ ンピュー ターセ ンター(略 称:NYCC)が1989年12月 北米情報 の収

集、配信、及 びロン ドンコンピューターセンターへの情報送信 を目的 として完成 した。

この三極 サー ビス体制 の確立 によ り、従来 とか く 「日本 のローカル情報ベ ンダー」 とみ られ て

いたQUICKは 、ユーザー、 コン トリピューター(情 報源)、 競合ベ ンダーの間で 「グローバ ル情

報企業」のQUICKと して認識 されるようになって きた。

また、 この三極体制の確 立 とい うことは情報収集機能 を持つ とい うことと同時 に海外のサー ビ

スエ リアの拡大 につなが る ことになる。今 日では21カ 国 ・地域64都 市 に向けて リアルタイム情報

を発信 できるようになった。その展開の経過およびサービス地域 の内訳 は次の通 りである。

まず経過 についてだが、1976年10月 にQUICKビ デオー1と い うサー ビスを香港で開始 したの

が海外進 出第一号である。 その後 は1979年12月 のロン ドンを皮切 りに1983年 にかけて ヨー ロッパ

各地、 アメ リカ、中近東 な どへ急拡大 した。最 も新 しい ところでは91年6月 に台湾向 けにビデオ

ー1サ ー ビスを開始 している。.

次 に具体的な国 ・地域、都市の内訳。アジア ・オセアニアではオース トラリア ・ブルネイ ・香

港 ・台湾 ・シンガポール、欧州ではEC加 盟国を中心 に12カ 国36都 市 にサービスを展開 してい る。

とりわ け主要な金融市場 である英 国で は9都 市、スイスでは10都 市 に向けてサー ビス してい る。

中近東向けはバーレー ンとアラブ首長国連邦の2カ 国である。 そ して北米大陸の2カ 国米国 ・カ

ナダで は合 わせて20都 市 に展開 している。

2)海 外現地法人の設立

香港での ビデオー1サ ー ビス開始以来、海外における設置端末が世界各地へ と急速 に広が って

い ったわ けだが、特 に日本 の証券会社 ・銀行の海外進出が活発 になった1980年 代中頃か ら海外で

のQUICKの ユーザー数、端末台数 は ともに急増 した。

このため1985年10月 、当時のQUICK海 外設置端末台数の4割 強 を占め、海外で トップ市場 とな

った ロン ドンに初の駐在員事務所 を開設 した。 このころ海外株価 ・金融 ・外為情報な どの ロン ド

ンか らの情報入力件数 も急速 に増 えつつあった。 この時のロン ドン駐在員はQUICK端 末 の営業

と同時 に、世界 の金融経済情報拠点の一つであるロン ドン現地情報収集の役割 も持 っていた。

やがて欧州 におけるQUICK端 末台数 は1200台 を超 え、 その端末の営業 ・保守 ・管理体制の強化

と日本 関連情報の対外供給及び現地情報の収集強化が必要になって きた。 そこで1987年9月 にロ

ン ドン駐在員事務所 をQUICKEUROPELIMITED(略 称:QE)と して現地法人化 した。 そし

て1989年3月 にはロン ドンコンピューターセンターを稼働 させ たのである。

その後QEで は、欧州大陸の営業拠点 として1989年9月 、スイスの金融 セ ンターであるチュー リ
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ヒに 「QEZURICHBRANCH」 を設立、続 いて1990年10月 にはパ リ駐在員事務所 を開設 した。

最近 では中近東へ も営業拠点を展開、1991年8月 にバーレー ン事務所 「QUICKGULF」 を開設 し

た。 また同事務所は湾岸戦争後 に進出 した初 の日本企業 に もなった。

一方、北米での展開は1987年9月 、ニ ュー ヨークに駐在員事務所 を開設 した ことか ら始 まった。

その後同事務所 は現地法人化 する ことにな り、1988年1月 、ニ ュー ヨークに事務所 を置 くデラウ

ェア州法人 としてQUICKAMERICACORPORATION(略 称:QA)を 設立 した。QAは ウォ

ール街の一角 にオフィスを構 え、米国全域 を対象 とした営業活動 と、米国市場 の情報収集 を主 な

目的 にしている。 この情報収集 と配信 の拠 点 としてのニ ュー ヨー クコン ピュー ターセ ンター は

1989年12月 に完成 した。

また、QUICKの 海外サー ビス第1号 地である香港 には、広 く東南 アジア金融市場のキメ細か い

情報収集 と、現地ニーズに密着 したサー ビス を展開す るため、1988年1月 に駐在員事務所 を開設

した。翌1989年9月 には香港政庁 よ り現地 法人(略 称:OH)の 証明書が発行 され、1990年1月 よ

り本格活動を開始 した。

各現法 はその後拡大 を続 け1991年 末現在 、QE162人 、QA42人 、QH11人 とい う規模 に成

長 した。労務面では現地雇用 を重視 してお り、最 も規模の大 きいQEで は社員・従業員のほぼ90%

が現地雇用で占めている。

3)海 外営業の特色 とサー ビス品目

これ まで述べてきたように海外展開 を行 うにあたっては、 まず現地情報 の収集を目的 として事

務所 を開設 してい くのがQUICKの 方針である。 もちろんそれ と並行 して営業つ まり端末の受 注

活動 をするわけだが、 その海外設置台数 も1991年 末時点で2500台 弱 まで きた。

海外向け商品は ビデオー1とQUICK-10お よびQUICK-10Eの3種 類 ある。

まず ビデオー1だ が、これはQUICK設 立以来の伝統的 なサー ビスである。小型の端末で個別銘

柄 を中心 とした証券取引所情報 はもちろんQUICKが 独 自に収集 し編集 ・加工 した各種周辺情報

等 を簡単な操作で リアルタイム表示で きる ものである。海外 では1500台 近 く設置 されている。

次 にQUICK-10。 これ は1986年9月 か ら国内向けにサー ビスを開始 した商品で、株式 ・債券 ・

外国為替な ど、一連のマネー ビジネスに必要な情報 を リアルタイム表示す ることがで き、 チャー

ト表示や銘柄登録 もできる。 また追加 オプシ ョンの組 み合 わせ によ りマネーマーケ ッ ト・証券先

物 ・海外株 式などの各種1青報 を一台の端末 で見 ることがで きる。QUICK-10Eは このQUICK-

10を 欧米向 けにア レンジ した英文版 システム。1989年 に まず ロンドンでサー ビスを始 め、以後チ

ュー リヒ、ニ ュー ヨークなどの欧米の主要都市にその地域 を拡大 していった。

なお、 アジア・オセアニア地域で は、国内 と同 じQUICK-10で サー ビス している。QUICK-10E

及 びQUICK・10の 海外設置台数 は980台 余 とな っている。

こうして海外 に普及 したQUICKの 端末 は当初は本邦系の証券 ・銀行中心に設置 されていたが、
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い までは大手現地系証券 ・銀行 をはじめローカルの金融関係企業 に至るまで幅広 く利用 され てい

る。

3-3シ ス テ ム ・ネ ッ トワ ー ク

1)シ ス テ ム の 概 要(図1、2:国 内 と三極)

QUICKの 端 末 数 は、内 外合 わせ て5万4千 台 に及 ぶが、 これ らの端 末 を制 御 す るホ ス ト・コ ン

ピュー ター を東京 、 ロ ン ドン、 ニ ュー ヨー クに設置 して い る。

まず、 この構 成 だが 、各 拠 点 で収 集 した情報 を相 互 に交 換 す るた め にそ れ ぞれ の セ ンタ ー に イ

ンタ フ ェー ス装置 が 置 か れ て い る。 最初 に東京 で 「QUICKイ ンタ フ ェー ス システ ム」が本 格 稼 働

した。1986年12月 の こ とで あ る。これ は多 くの情 報 源 か らの情 報 受信 をCPU接 続 や簡 易端 末 接 続

に よ り高速 化 、効 率 化 した もの で あ る。この イ ン タフ ェー ス シス テム はQUICK-10Eシ ステ ム の ロ

ン ドン ・イ ンタ フ ェー ス シス テム と接続 され、 東京 ・ロ ン ドン間の相 互 受配 信 に活 躍 して い る。

その ロ ン ドンの 中央 コ ン ピ ュー タ ー は、 デー タベ ー スホ ス ト2台 、 ター ミナル ハ ン ドラー4台

の構成 でQUICK-10Eを サ ポー トして い る。 また それ と同 時 に 日本 国内 の システ ムQUICK10か

ら日本 情報 を受 けてサ ー ビス を して い る。

一 方 ニ ュー ヨー クで は、北 米 株価 を中心 とした情 報 収集 を主 た る 目的 に して北米 情 報 収集 送 信

システ ムIGIF(InformationGatheringInterface)シ ステ ム を開発 した。 この シス テ ムで取 り入

れた情 報 が ロ ン ドンのQUICK-10Eホ ス トシス テ ムへ送 信 され る こ とに よ り、QUICK・10Eの 情

報 内容 が 一段 と充実 した。

2)ネ ッ トワー クの現 状(概 念図 図3)

QUICKの 海外 ネ ッ トワークの特色 は高速デジタル回線網 を積極的 に取 り入れ充実 してい るこ

とで ある。海外サー ビス地域 の拡大に合わせて1987年12月 に東京 ロン ドン間に構 築 したの を皮

切 りに順次各地域に展開 した。1990年 には三極間お よび東京 香港間の高速デ ジタル回線網の伝

送速度 を大幅 ア ップ した。

またネ ットワー クの信頼性確保のため各対地 間に予備回線 を用意 して回線障害時 を備 えてい る

ほか、海外各地の障害状況 を東京で一元管理で きる体制 を整 えている。 このほか国際NCC(第 二

KDD)や 光 ファイバ ー海底 ケーブルな ど、多様化、高度化 する通信 インフラの積極利用 を進 めて

いる。
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3-4情 報収集

1)全 体像

何 にもましてQUICKの 財産 は情報である。 しか もその情報 は資本市場の健全 な発展 を考 えれ

ばよ り速 くよ り正確 でなければな らないし、 そうでなければユーザーか ら信頼 を得 る こともで き

ない。言い換 えればQUICKの 歴史は情報強化の歴史 ともいえるものである。QUICKに 対 してさ

まざまな情報 を提供 して くれ る機関 ・法人 をコン トリピューター(情 報源)と 呼んでいるが、91

年3月 にコン トリピューターの数が千件 に到達 した。

ここでQUICKの 国際展開 にか らむ情報収集強化の経過 について二つの側面か らとらえてみた

いと思 う。

まず一つは、英文 サー ビスの拡充についてである。い うまで もな く、QUICKの 主要 コン トリピ

ューターは日本経済新聞社で ある。当社の英文サー ビスは1984年 秋か ら当時のBMシ ステム とい

う端末 を通 じて 日経英文 ニ ュースを提供 したのが始 まりだった。その後、1986年2月 か らの香港・

シンガポールでの新 ビデオー1へ の リプ レースをきっかけに、情報画面の英文化 を本格化 した。'

海外 ユーザーを積極的に獲得す るためには英文 ・和文共用端末で あることが最大のセールスポイ

ン トになるか らである。

英文サー ビスはニュースな どの文章情報の英文化 と、証券 ・外為 ・金利な ど数値情報 のタイ ト

ル、項 目名 な どの英文表示 の二種類 に分け られる。

この うち文章情報 については、1985年 初 めか ら約1年 間QUICKの 社員が 日経紙面か らピ ック

アップ した記事 を日経ヘ ファクス送信 し、英文 日経室で翻訳 した ものを手入力 していた。

しか し1986年2月 か らは 日経のNEWS英 文 システムの本格稼働でQUICK新 ビデオー1用 に

英文 ニ ュースが 自動配信 されるようにな り、本数 ・内容 とも飛躍的 に充実 した。

手入力の当時、一 日30本 程度だ ったニ ュース本数 は1990年 初 めには ビデオー1、QUICK-10用

それぞれ一 日500本 程度 に増 えている。 また1987年 か らは米 国ナイ ト・リッダ一社 のニ ュー ス も

QUICK-10で サー ビス してい る。

その他外為 ・金利情報等のタイ トルや項 目名 の英文表示 について も1986年1月 か ら実施 した。

また、入力データー元管理 システムのQ-DNETに 熟語の英文変換機能 を持たせ、1987年2月 か ら

この機能 を活用 して主な手口、東証成 り行 き注文等の英文サー ビスを開始 した。

1988年 に入 る と、 ビデオー1の 連絡情報画面が和文 ・英文の両方 をサポー トするようにな り、

市場概況や企業別ニ ュースの英文版が実現 した。

しか し、コン トリピューターが手入力 した画面などはQUICK側 で自動的に和文 ・英文両画面 に

変換作成で きないため、画面上の タイ トル等 を和英並記 している。全ニ ュースの英文化、全画面

の和英切 り替 えなどは今後 の課題 である。 ただ この英文サー ビスにおける多 くの経験 のおかげで、

QUICKEUROPEで の英文情報サー ビスQUICK-10Eが よ りスムーズに発足 できた といえよう。
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もう一つ、 グローバル情報収集体制構築の経過の面か らみてみたいと思 う。

ビデオー1で サービスする海外情報 は当初はロイターの海外株式情報 を除 くと日経 の海外支局

の情 報にほ とん ど全面的に依存 してスター トした。

しか しビデオー1の 香港進出を機 に1979年7月 、当社独 自で現地での端末入力 による情報収集

を開始 した。

さらに1982年3月 の当時のGOLDシ ステムのサー ビス拡充に伴 って、同年9月 には香港で貴金

属情報の現地 リアルタイム入力を開始、その後外為情報 のX300、 債券・金利情報 のBM各 システ

ムの海外進出 と歩調 を合 わせ、 シンガポール、バー レーン、 ロン ドンと順次海外での入力体制 を

拡充 していった。

その後1986年12月 のQUICKイ ンタフェースシステムの稼働 でコンピューター接続 による情報

収集が可能 になった。ロンドンのIBJイ ンターナシ ョナルやFUTREND、 日経平均先物 を上場 し

たシンガポールのSIMEXと の システム接続 を皮切 りに、1987年 には日本 国債先物の取引 を始 め

たLIFFE、GAP、SEAQな どと接続。1988年 には米国のCBOT、CME、 ナイ ト・リッダー と、

さらに1989年 にはアジア ・オセアニア市場の香港証券取引所、香港先物取引所、 シンガポール証

券取引所 との システム接続が実現 し、 リアル タイム情報のグローバル収集が一段 と拡大 した。

2)地 域別概況(図4)

次 にコン トリピューターの地域別概 況 について見てい きたい。

収集先 としては日本国内の比率 が圧倒的であ り、非取引所 で71%強 、取 引所 も合 わせ ると78%

余 りの高率 となっている。海外か らの情報収集 も積極的に行 なってお り、欧州では取引所、非取

引所合わせて全体の8%、 米国では同 じく9%の 比率 になっている。極東、オセアニア等では5

%に 満たないが、市場の発達 にあわせ て情報数 を強化 してい くことになるだ ろう。

3)ア イテム別概況

最後 に情報の内容別に分類 をしてみたい。まず取 引所関連で は、世界合計172件 の うち、先物関

係で60件 を超 えている。この うち米国か らは、シカゴのCBOT、CMEと いった先物取引所 を中心

に25件 か ら情報 を入手 している。 その他株式、オ プション、商品でそれぞれ30件 を超 えている。

債券 については日本の取 引所ベースで16件 か ら入手 してい るのが現状である。

続 いて非取引所ベースで見てみる と世界合計 で829件 か ら入手 しているが、 この うち432件 が債

券情報であ り、 うち日本だ けで392件 を占め る。 その他金利情報 は125件 、外 国為替情報 は99件 か

ら入手 している。 いずれ も日本国内か らの入手比率が高 いが、 日経の取材 や有力為替 ブローカー

か らの入力などによって、海外情報 も質の高い ものになっている。
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図4地 域 ・タイプ別 コン トリピュー ター分布状況
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4.NTTグ ル ー プの 国 際 展 開

日本電信電話株式会社(以 下NTTと 略記)の グループ会社(NTT出 資比率20%以 上)は 、1991

年8月 末現在 で152社 ある。ここで は、この中で本格的に国際展開 に取 り組 んでいるNTT 、NTT

イ ンターナショナル株式会社及びNTTデ ー タ通信株式会社 の3社 について紹介 する こととす

る。

4-1.NTTの 国際展 開

(1)国 際協力活動

NTTの これ までの国際活動は、国際標準化活動や海外協力専門家の派遣、青年海外協力隊への

参加 な どに代表 される国際協力活動が中心であった。NTTの 国際協力活動 は、前身の電信電話公

社の時代か ら30年 以上の実績が あ り、 図1に 示す ように、 日本政府 の計画、すなわちODA(政 府

開発援助)の 技術協力 に参画 して行 うもの と、NTTが 自主的 に行 うもの とがある。

図1NTTの 国際協 力活動

⇒ 鷺::::∵嚢il::::1
①海外協 力専門家の派遣

JICA(国 際協力事業 団)、 郵政省の要請 に応 じ、1960年 以降 これ までに世界 の54カ 国へ延べ500

名以上の海外協力専門家 を派遣 してい る。専門家の活動 は、開発途上国への新技術の導入や研修

機関 における人材育成 な ど、広範囲 に及 んでいる。

②青年海外協 力隊への参加

青年海外協力隊が発足 した翌年の1966年 か ら現在 まで、世界27カ 国へ延べ300名 の社員が隊員 と

して派遣 され、任地の人々 と交流 を図 りなが ら、技術 の移転 に貢献 している。

③海外か らの研修生の受入れ

1955年 に海外か らの研修生の受入れ を開始 して以来、NTTが 受入れた研修生の累計数 は4 ,500

人 に達 している。 これ らの研修生 は、 自国の国作 りに必要な技術 を習得する と共 に、 日本 との友

好 を深める橋渡 しとなっている。

①～③の海外協力専門家、青年海外協力隊員及び海外か らの研修生の1990年 における派遣数 ・
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受入れ数を地域別に見たものを図2に 示す。

図2NTTか らの社員の派遣数及び海外からの研 修生の受入れ数
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政府 の計画 に よる国際協力活動の他 に、NTTは 主 としてア ジアの国々の電気通信運営主体 と

覚書 を締結 している。 これ に基づいて社員の派遣や研修生の受入れ を行 い、政府計画の国際協 力

活動 を補完する と共 に、NTTグ ループのパ ー トナー作 りも目指 してい る。この ような覚書 は現在

9カ 国10機 関 との間で結 ばれてい る。

⑤国際機関を通 しての国際協 力活動

NTTはITU(国 際電気通信連合)やAPT(ア ジア・太平洋電気通信共 同体)な どの国際機 関

へ社員 を派遣 し、電気通信の国際標準作 りや開発途上 国への技術協力な どの活動 に取 り組 んでい

る。

(2)資 金調達、国際調達及び海外拠点の設置

1958年 に最初 の海外事務所 をバ ンコクに設置 して以来、海外電気通信市場の調査 に加 えて、外

債の発行 による資金調達や外国製品の調達(国 際調達)な どを目的 として、世界各地 に海外事 務

所が設置 されて きた。

1985年 のNTT民 営化以後、その一部 は現地法人化 され、本格的 な国際業務 を展開 し始めてい

る。

①資金調達

NTTの 国際金融市場 における資金調達 は、1961年 の外債発行 に始 まる。ユー ロ市場 における資

金調 達や有価証 券投 資な どの必要性 が高 まる と、1986年 にイギ リス及 び オ ラ ンダ に現 地法 人

(NTTフ ァイナ ンス)を 設立 した。外債発行額 は1989年 には約1,000億 円に達 し、外部資金 の約

3%に 及ぶ までに至 っている。
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② 国際調達

1980年 の政府調達 に関す る日米間の協定 によ り、1981年 か ら国際調達 を実施 している。1991年

度には調達額 は656億 円(4億6500万 米 ドル)に 達 している。

③海外拠点の設置

1958年 バ ンコクに海外事務所 を設置 してか ら、1989年 にシンガポール事務所 を設置する まで、

表1に 示す ように世界各地 に10ケ 所の海外事務所 を設置 して きた。

表1NTTの 海外拠点展 開

海 外 事 務 所 の 設 置 現 地 法 人 の 設 立

1958年 バンコク海外事務所設置 1986年 NTTフ ァイ ナ ンス(オ ラ ンダ)設 立

1964年 ジュネーブ海外事務所 設置 NTTフ ァイ ナ ンス(イ ギ リス)設 立

1970年 .ニュー ヨー ク海 外事 務 所 設 置 〉 1987年 NTTア メ リカ設立

1974年 ブラジリア海外事務所設置一 一 NTTブ ラ ジル設立

1975年

ジャカル タ海外事務所設置

ロ ン ドン海外事務所設置 .「

1989年 NTTヨ ー ロ ッパ 設 立

1991年 NTTフ ランス設立

1985年 カ リフォルニ ア海外事務所設置一 NTTド イツ設立

北京海外事務所設置

1986年 クアラル ンプール海外事務所設置

1989年 シンガ ポール海外事務所設置

1985年 のNTT民 営化 以後 、 アメ リカ(ニ ュー ヨー ク、 カ リフ ォル ニア)、 ブ ラ ジ リア(後 に リ

オ デ ジ ャネ イ ロに移転)、及 び ロ ン ドンの海 外事 務 所 を現 地 法人 化 し、さ らに1991年 に フ ラ ンス(パ

リ)と ドイ ツ(デ ュ ッセ ル ドル フ)に 新 た な現地 法 人 を設 立 して い る。

(3)NTTの 新たな国際展開の局面

NTTは 電電公社時代 には、外国政府 プロジェク トに対するコンサルテ ィングの ような技術協

力の形で国際事業 に携わ ってきたが、1985年 の民営化以後 は同 じ年 に設立 され た子会社 のNTT

イ ンターナ ショナル(同 社については次第 を参照)が これ を引 き継 ぐこととな った。

ところが、世界各国で通信 の民営化、 自由化 の動 きが進み、外国資本 の参入が容易 になる と、

AT&TやBTの ような欧米のキャリアが積極的に国際事業 を展開するようにな って きた。

1990年 ブラジル政府が国内の携帯電話事業 を民営化 し、外国企業の資本 を導入する ことを決め

る と、NTTは 米 国のベル系地域電話会社 のベルサ ウスなどとコンソーシアム(国 際企業連合)を

結成 し、入札 に応 じることとした。

また、 イン ドネシア政府 が1994年 か ら始 める同国電話網拡充のプロジェク トに応札 するため、
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NTTは その資格審査 に応募 している。

このように、NTTは 国際協力活動な どを通 じて蓄積 したノウハ ウを活か して、今後 は各国キャ

リアへの出資や プロジェク トへの参加 とい う形で国際展開を目指す、新たな局面 を迎 えている。

4-2.NTTイ ンターナ シ ョナルの国際展開

(1)会 社概要

NTTイ ンターナシ ョナル株式会社(以 下NTTIと 略記)は 、電気通信事業が 自由化 され、NTT

が民営化 された1985年 の10月 に、NTTグ ループがそれ までに蓄積 して きた技術 ・ノウハウを活用

して、海外 におけるエ ンジニア リング及 びコンサルティングサー ビスの提供 を行 うことを主たる

目的 として設立 された。資本金は48億 円で、NTTの 出資比率 は54.5%、 その他 の出資 は三菱商

事、伊藤忠商事各5.2%、 三井物産、丸紅、住友商事各4.2%な どである。従業員数 は440名(91年

12月 現在)、 平成2年 度の売上高は105億7000万 円である。

NTTIは 事業分野 ごとに設置 された3本 部(電 気通信本部、情報通信本部、通信 システム本部)

を中心 として事業展開 を行 っている。海外拠点 としては、現在、米 国支店(ロ サ ンゼルス)と ス

カ ンジナ ビア支店(フ ィンラン ド)の2支 店が ある。

NTTIの 組織図 を図1に 示す。

図3NTTlの 組織図
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経営企画本部

企画調査部

電気通信本部

情報通信本部

通信 システム本部

貿易業務部

力 ジェ外支援本 部

管理本部

米国支店

スカンジナビア支店
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(2)事 業領域

NTTIの 事業領域 は、発展途上国な どにおける通信網の整備拡充のための コンサルティング及

びエ ンジニア リング事業の他、 日系企業の海外進 出に伴 うグローバルネ ッ トワー クの構築やその

保守 ・運用、通信関連機器の輸出入業な ど、幅広い分野に及んでいる。

NTTIの 平成2年 度の受注額 を これ らの事 業分野別 に見た ものが図4で あ る。

図4事 業分野別受注額

その他

商品販売

コ ンサ ル テ ィ ング

557860,

3.9%、6.0%

保守

'一

先
,　、　騨
ll・5馴 偽 計

1ざ9'び0

27.7X・ ・

、ぶ_ぐ

s

14,390百 万 円 7,320

50.9%
、

s

エ ン ジニ ア リン グ

(平成2年 度、単位:百 万円)

この図か らもわか るように、 エンジニア リングが受注額 の半分を占め、 これにコンサルテ ィン

グを加 えた分で全体の4分 の3以 上 となっている。

(3)海 外でのプロジェク トの実績

1985年 の会 社 設立 以 来 、NTTIの コ ンサ ル テ ィ ン グ及 び エ ン ジニ ア リン グ業 務 の実 績 は、 中

国、 東南 ア ジア、南 米 な どの開発 途上 国 の みな らず 、 ア メ リカや ヨー ロ ッパ を含 め た世界 各 地域

で挙 げ られ て い る。

発 展途 上 国 にお い ては、電電 公 社 時代 の国 際協 力活 動 の経 験 を活 か して、ODAに 基 づ く外 国政

府 の プ ロジ ェク トへ 参画 して い る。 そ の例 として、 イ ン ドネ シ アに お け る電 気通 信 整 備 の第4次

5カ 年計 画(1987～1990年)や フ ィ リピン にお け る全 国通 信 網 を構 築 す るNationalTelephone

Program(1989～1990年)へ の参 加 な どが挙 げ られ る。

外 国政府 の プ ロジ ェク トへ の参 画 に加 えて、NTTIは 外 国 の公益 企 業 や民 間企 業 の シス テ ム設

計 ・構 築 に も実績 を挙 げ てい る。 バ ン ク ・ネガ ラ ・イ ン ドネ シア本 店(ジ ャカル タ)のBA(ビ ル

デ ィ ング ・オー トメー シ ョン)シ ス テ ムの 設計 や トル コ にお け る銀 行 間決 済 シス テ ムの構 築 、 ア

メ リカの ホ テル(シ ェラ トン ・シカ ゴ)のBAシ ス テムの コ ンサル テ ィング ・建 設 管 理 な ど、世
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`

界各地 で事業 を展開 してい る。

NTTIの 海外 におけるプ ロジェク トの実績 の主な ものを表2に 示す。

表2海 外での主なプロジェク トの実績

国 名 期 間 プロジェク トの概要

中国 1985～1989 光 ファイバ ・デ ジタル通信 システムの建設の技術 コンサテ ィング

中国 1986～1987 ソフ トウ ェア ・セ ンター及び料 金セ ンター設置の コンサテ ィング

イン ドネシア/

タイ/マ レーシア

1986～ コ ンパ ク ト ・キ ャ ッシュ ・マネ ジメ ン ト ・システ ム(金 融 情 報 レポー

テ ィン グ ・シ ステ ム)の 設 計及 び設 置

イン ドネ シア 1987～1990 電気通信整備の第4次5カ 年計画のプ ロジェク ト管理及 び コンサ ルテ

ィング

イ ン ドネ シア 1987～ バ ンク ・ネグラ ・イ ン ドネ シア本店のBAシ ステ ムの設計

ブラジル 1987～1988 ブ ラジル企業の情 報通信ネ ッ トワー ク ・システムの マスタープラ ンの

作成

ミャンマ ー

(旧 ビルマ)

1987～1988 地方8都 市 におけ る通信ネ ッ トワー.ク・システムの拡張 の コンサルテ
ィング

イ ン ドネ シア 1988～1989 ジ ャ カル タの デ ジタル ・マ イ クロ波 加 入 者 シス テ ムの フ ィー ジ ビ リテ

ィ ・ス タデ ィ
'

一}'

日本/香 港/シ ン

ガポール

1988 アジア地域 のオ ンライ ン情報配信 システムの設計 、資材調達 、建設

タイ 1988～1989 タイの通信開発の技術 コンサルテ ィング

フ ィ リ ピン 1989～1990 フィ リピン全国 にわたるデ ジタル通信網の設計

オ ー ス トラ リア 1989～1990 フ ァ クシ ミ リ ・メ ール ・シ ステ ムの設 置

中国 1989～ 国家経済情報 システムの技術 コンサルテ ィング

米国 1989～1990 日系企業の通信 およびBAシ ステムの設計、開発、資材調達、設置

米国/韓 国/香 港

/シ ンガポール

1989～1992 米国8拠 点 と東南 アジア5拠 点 を結ぶ 国際プライベー ト・ネ ッ トワー

クの建設

トル コ 1989～1992 銀行間決済システムの設計及び設置
,

米国 1990～1992 ホテル内の通信、BAシ ステム、OAシ ステム、オ ーデ ィオ ・システ

ムの技術 コンサルテ ィング及び建設管理

〒'一

米国/日 本

一

1990 海底 ケーブル ・システム敷設のための調査と敷設

ギ リシ ャ 1992～ デ ジタル自動車 ・携帯電話 システム導入の コンサ ルテ ィング
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4-3.NTTデ ー タ通信 の国 際展開

(1)会 社概要

NTTデ ータ通信株式会社(以 下NTTデ ータ通信 と略記)は 、NTTの データ通信事業本部が

分離 ・独立す る形で、1988年5月 に設立 された。資本 金は100億 円(NTT100%出 資)で 、従業員

数は7,760人(91年9月 末現在)、 平成2年 度の売上高は3,449億 円である。事業内容 は表3の3つ

のサー ビスに大別 される。

表3NTTデ ータ通信の事業内容

事 業 種 類 事 業 内 容

データ通信 サー ビス

(1)公衆 シス テ ムサ ー ビス

(2)金融ANSERシ ステ ムサ ー ビス

(3)CAFISサ ー ビ ス

{4)TWIN'ETサ ー ビス

(5)各種 システ ムサ ー ビ ス

システム開発サー ビス

(1)システムの開発 、販売及 び賃貸

(2)ソフ トウ ェアの 開発 、販売及 び賃貸

(3)情報機器の販売及 び賃貸

その他の サー ビス

(1)シ ステ ム ・コ ンサ ル テ ィ ング ・サ ー ビス

・調 査 及 び研 究

・技 術 コ ンサテ ィ ン グ

{2)シ ステ ム ・サ ポ ー ト ・サ ー ビス

・メ ンテ ナ ンス及 び フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジメ ン ト ・サ ー ビス

・イ ンテ リジェ ン ト ・ビルデ ィ ング ・サ ー ビス

(2)NTTデ ータ通信の国際展開の歩み

日本企業のグローバル化 に伴 って、海外において も情報通信 システムの設計、構築 や運営サー

ビスに対 するニーズは高 まって きてい る。

このような情勢 に対処す るために、NTTデ ータ通信 は、1990年3月 、米国ニ ュー ジャージー州

に最初の海外拠点である米国支店 を開設 した。 これ に続 いて1991年4月 にはロン ドンの駐在員事

務所 を改組 して英 国支店 を開設 し、同年8月 にはベルギーにブ リュッセル技術セ ンタを設置 した。

一84一



また、1992年 中に東南 アジアにお ける拠点 として香港 に駐在員事務所 を設置する予定である。

この ように、NTTデ ータ通信 は米国、英国、欧州大陸、東南ア ジアにおける拠点の整備 による

世界4極 体制の確立 を推進 している。

NTTデ ータ通信 の これ までの主な国際展開の歩みを表4に 示す。

表4NTTデ ー タ通信の国際展 開

1988年5月

1989年7月

1990年3月

4月

10月

1991年4月

6月

8月

NTTデ ー タ通信 株 式 会社 設 立

国 際部 設 置

米 国 支 店 開 設(ニ ュ ー ヨー ク)

ロ ン ドン駐 在 員事 務所 開設

ニ ュー ヨー ク ・デー タセ ン タ開 設(ニ ュ ー ジ ャー ジー)

米 国 支 店 の オ フ ィス を ニ ュー ジ ャー ジー に移 転

英 国 支 店 開 設(ロ ン ドン)

米 国M.1.S.1.Co.Ltd.へ 出資(本 社 ロサ ンゼ ル ス)

ブ リュ ッセ ル技 術 セ ン タ開 設

(3)海 外 に お け る サ ー ビス

日本企業の海外進出 に伴 い、NTTデ ー タ通信では米国支店、英国支店及び国内の各事業部が連

携 して、 日系企業 の海外戦略 ・海外事業支 える様々なサービス を提供 している。

また、最近 では現地の企業 向けのサー ビスを提供 した り、現地企業 と提携 してビジネスを展開

するケース も増 えて きてい る。

① 日系企業向けのサー ビス

・ニ ュー ヨーク及びその近郊 に進出 している日系企業 に対 して、 コンピュータシステム、通信

ネ ッ トワー クシステムの運用、保守な どのサー ビスを提供 してい る。 また、同地域の 日系金

融機関に対 して、資金 ・為替デ ィー リング ・サポー トシステムの共同利用型サー ビスを提供

している。

・工場の生産管理、工程管理、在庫管理 などを総合的 に行 うCIM(コ ンピュー タ統合生産)シ

ステムを国内で開発 し、 シンガポールや米国に進 出している日系企業の現地工場 にイ ンス ト

ール している
。

・海外に進出 してい る日系企業に対 して、ニュース、株価 等の情報 を提供 する通信社 システム

の設計 ・建設、端 末の調達、セ ンタの運用 ・保守な どのサー ビスをロン ドンにおいて提供 し

ている。
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・物流系 システムSEサ ー ビス

日系メーカー欧州現地法人 の物流 系システムの開発 に対 して、現地へ社員 を派遣 してSEサ

ー ビスを提供 している
。

②現地企業向けサー ビス、現地企業 との提携 によるビジネス

・1991年に資本参加 した米国MISI社 と協力 して
、米国の現地企業 を対象 にハー ドウェアやパ ッ

ケージ ・ソフ トの販売、システム開発、 ゴンサルテ ィング等 を行 っている。

・トル コ中央銀行の 自行内 システム開発 に対 して
、JICAを 通 して現地へ2名 のSEを 派遣 して

いる。

・NTTグ ルー プが参画 している中国の国家経済情報 システム構 築の プロジェク トに対 して
、

SEを 派遣 してコンサル ティング ・サー ビスを提供 している。

・台湾現地企業 と合弁会社 を設立 し
、現地の金融機関を対象 として ソフ トウェアの開発、パ ッ

ケージ ・ソフ ト及 びハー ドウェアの販売な どのシステム ・イ ンテグ レー ション事業 を展開す

る予定である。

・台湾現地企業 のイ ンテ リジェン ト・ビル建設に対 して
、 コンサルテ ィングを行 ってい る。

(4)米 国支店

当社 初 の 海外拠 点 と して 開設 され た米 国 支店 は、1990年10月 に ニ ュー ヨー ク ・デ ー タセ ンタ を

開 設 し、顧 客 のグ ローバ リゼ ー シ ョンに対 応 した 「イ ンター ナ シ ョナル ・プ ロフ ェ ッ シ ョナ ル ・

サ ー ビス」 を提供 して い る。

主 な事 業 内容 は以下 の通 りで あ る。

・戦 略 立案

・シス テム企画 、設 計 、建 設

a.シ ス テム コ ンサ ル テ ィ ング

b.情 報通 信 シス テム の企 画、 設 計 、建 設

c.ソ フ トウ ェアの 開発

d.コ ンピ ュー タ、通 信 機器 等 の 設 置 、通信 ネ ッ トワー ク システ ム の運 用 ・維持 ・管理

e.研 修

・コン ピュー タ システ ム、 通信 ネ ッ トワー ク シス テムの運 用 ・維 持 ・管 理

・共 同利 用 コ ンピュー タサ ー ビス

・コン ピュー タ ・バ ック ア ップ ・サ ー ビス

・コ ン ピュー タ システ ムや 通信 シ ス テム 用 の ビル デ ィ ング スペ ー ス の提 供

これ らの サー ビス を実現 す るた め に、 ニ ュー ヨー ク ・デー タ セ ンタは、 以下 の諸設 備 ・ 環 境

を完 備 して い る。

・コ ン ピュー タ設 備専 用 フ ロア
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・24時間入退室集 中監視制御 システム

・24時間 システム集 中監視制御 システム

・無停電電源 システム

・衆通信回線集中配線管理 システム

・高度消化防災 システム
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